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  １１  会会計計別別予予算算のの状状況況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　（単位：千円，％）平 成 23 年 度当 初 予 算 額 平 成 24 年 度当 初 予 算 額 対 前 年 度当 初 比931,860,000 930,460,000 99.8証 紙 等 9,078,500 10,272,130 113.1管 理 事 務 費 420,788 419,803 99.8公 共 用 地 等 取 得 事 業 549,597 0 0.0公 債 管 理 199,913,648 241,400,344 120.8母 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 391,047 399,659 102.2中 小 企 業 支 援 資 金 4,002,826 2,344,483 58.6農 林 水 産 振 興 資 金 57,563 56,680 98.5県 営 林 事 業 費 144,436 150,222 104.0港 湾 特 別 整 備 事 業 費 16,951,608 15,126,381 89.2流 域 下 水 道 事 業 費 8,070,701 7,914,324 98.1県 営 住 宅 事 業 費 5,023,615 5,286,057 105.2高 等 学 校 等 奨 学 金 723,288 687,374 95.0計 245,327,617 284,057,457 115.8病 院 事 業 25,275,925 26,012,917 102.9工 業 用 水 道 事 業 4,236,640 5,483,810 129.4土 地 造 成 事 業 16,136,604 11,203,384 69.4水 道 用 水 供 給 事 業 16,131,045 18,152,610 112.5計 61,780,214 60,852,721 98.5
企　業　会　計

特
別
会
計

一　　 般　　 会　　 計区　　　　　　　分
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  ２２  一一般般会会計計予予算算のの内内容容  

  （（１１））  歳歳入入予予算算  

  歳入総額     ９,３０４億６０百万円     [対前年度：▲１４億円，    ▲０.２％] 
〔款別内訳〕 

 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸率Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ｂ-Ａ Ｂ/Ａ269,554 28.9 276,840 29.8 7,286 2.755,714 6.0 58,063 6.3 2,349 4.239,296 4.2 41,210 4.4 1,914 4.93,282 0.4 1,013 0.1 ▲ 2,269 ▲ 69.1189,007 20.3 187,252 20.1 ▲ 1,755 ▲ 0.9900 0.1 900 0.1 0 0.05,019 0.5 5,566 0.6 547 10.96,171 0.7 5,899 0.6 ▲ 272 ▲ 4.4107,488 11.5 104,835 11.3 ▲ 2,653 ▲ 2.52,786 0.3 3,623 0.4 837 30.18 0.0 8 0.0 0 0.052,806 5.7 42,084 4.5 ▲ 10,722 ▲ 20.30 0.0 0 0.0 0 0.043,747 4.7 47,443 5.1 3,696 8.4156,082 16.7 155,724 16.7 ▲ 358 ▲ 0.2931,860 100.0 930,460 100.0 ▲ 1,400 ▲ 0.2※ 端数処理の関係で積上げ数値と合計等が異なる場合があります。（次頁以降の表も同様）※ 繰越金の表記は0百万円であるが，Ｈ23，Ｈ24ともに予算額は1千円です。

区　　　　　分県 税地 方 消 費 税 清 算 金

使 用 料 及 び 手 数 料国 庫 支 出 金

地 方 譲 与 税地 方 特 例 交 付 金地 方 交 付 税交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金分 担 金 及 び 負 担 金

諸 収 入県 債歳    入    合    計

財 産 収 入寄 附 金繰 入 金繰 越 金
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 ① 県税    ２,７６８億４０百万円       [対前年度：＋７２億８６百万円，＋２.７％] 
� 年少扶養控除の廃止に伴う個人県民税

の増収などが見込まれることから，県税

全体では2,768億円と，Ｈ23年度に比べ

て73億円，2.7％の増となる見込みです。 

 

 

 

 ② 地方交付税  １,８７２億５２百万円      [対前年度：▲１７億５５百万円，▲０.９％] 
� 県税収入の増などに伴い，地方交付税と

臨時財政対策債を合わせた実質的な地

方交付税については，Ｈ23年度に比べ

て▲9億円の2,786億円を見込んでいま

す。 

 

③ 国庫支出金  １,０４８億３５百万円      [対前年度：▲２６億５３百万円，▲２.５％] 
� 障害児施設給付費の減などに伴い，Ｈ23

年度に比べ，▲27億円の1,048億円とな

る見込みです。 

 

 ④ 県債      １,５５７億２４百万円     [対前年度： ▲３億５８百万円，▲０.２％] 
� 実質的な地方交付税である臨時財政対

策債が9億円の増となる一方，本州四国

連絡橋建設関連費など，その他の県債が

▲10億円となることから，県債全体ではＨ

23年度に比べ，▲4億円の1,557億円とな

る見込みです。 

� なお，臨時財政対策債を除いた県債総

額は，Ｈ23年度に比べ，▲12億円の644

億円となる見込みです。 

 

 ⑤ 財源調整的基金繰入金        ６１億円   [対前年度： ＋３８億円，＋１６５.２％] 
� Ｈ24年度においては，中期財政健全化

計画に基づき，61億円の財源調整的基

金の取り崩しを行うことから，Ｈ24年度末

現在高は209億円となる見込みです。 

表表表表３３３３：：：：実質的実質的実質的実質的なななな地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A (通常収支分)279,490 278,618 ▲872 ▲0.3 0.2189,007 187,252 ▲1,755 ▲0.9 0.590,483 91,366 883 1.0 ▲0.4実質的な地 方交 付税地 方 交 付 税臨 時 財 政 対 策 債区　　　分
（単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A (通常収支分)107,488 104,835 ▲2,653 ▲2.5 ▲3.4国 庫 支 出 金区　　　分

表表表表４４４４：：：：県県県県　　　　債債債債 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A (通常収支分)156,082 155,724 ▲358 ▲0.2 ▲2.790,483 91,366 883 1.0 ▲0.413,000 13,000 0 0.0 ▲5.12,900 2,700 ▲200 ▲6.9 ▲14.349,699 48,658 ▲1,041 ▲2.1 ▲4.9156,082 155,724 ▲358 ▲0.2 ▲2.765,599 64,358 ▲1,241 ▲1.9 ▲5.416.7 16.7 ー ー 13.6そ の 他 の 県 債退 職 手 当 債行 政 改 革 推 進 債合　　　計臨時財政対策債除き
区　　　分県 債臨 時 財 政 対 策 費
県債依存度表表表表５５５５：：：：基基基基　　　　金金金金 （単位：百万円）Ｈ２２ Ｈ２３（見込額） Ｈ２４当初予算額年度末 年度末 年度末現在高 現在高 現在高23,514 5,936 2,602 26,848 174 6,100 20,922財政調整基金 5,643 5,713 2,602 8,754 16 0 8,770減債 基金 17,871 223 0 18,094 158 6,100 12,152取崩額区　　　分財源調整的基金 積立額 取崩額 積立額

表表表表２２２２：：：：県税収入等県税収入等県税収入等県税収入等 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A (通常収支分)269,554 276,840 7,286 2.7 2.663,666 63,081 ▲585 ▲0.9 7.194,033 96,742 2,709 2.9 2.635,493 36,875 1,382 3.9 3.076,362 80,142 3,780 5.0 ▲6.3個 人 県 民 税地 方 消 費 税そ の 他 の 税
区　　　分県 税法 人 ２ 税
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  （（２２））  歳歳出出予予算算  

  歳出総額     ９,３０４億６０百万円     [対前年度：▲１４億円，    ▲０.２％] 
〔目的別内訳〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表６６６６：：：：目目目目　　　　的的的的　　　　別別別別 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸率A 構成比 B 構成比 B-A B/A2,141 0.2 1,995 0.2 ▲146 ▲6.851,261 5.5 49,263 5.3 ▲1,998 ▲3.9 大規模事業基金積立金+７過疎地域の未来創造支援事業+２ 防災ヘリコプター更新事業▲２０地域総合整備資金貸付事業▲１１109,214 11.7 107,129 11.5 ▲2,085 ▲1.9 障害者介護サービス等給付事業+２１子どものための手当県費負担金+１０介護基盤緊急整備等基金積立事業+５ 介護職員処遇改善交付金事業▲３４大規模社会福祉施設等建設基金積立金▲２８79,051 8.5 79,327 8.5 276 0.3 後期高齢者医療県負担金+８特定疾患対策費+４医療施設の耐震化等整備促進事業+４福山･府中地域救急支援診療所整備事業+３ 高精度放射線治療センター(仮称)等整備事業▲１１広島県グリーンニューディール基金事業▲６10,754 1.2 6,187 0.7 ▲4,567 ▲42.5 緊急雇用対策事業補助金▲２５雇用創出事業補助金▲９緊急雇用対策一般公募事業▲５29,270 3.1 29,663 3.2 393 1.3 補助公共+６新規就農者育成交付金事業+２ かき小町(三倍体カキ)販売強化・増産対策事業▲３大規模野菜経営実証事業▲１40,312 4.3 41,231 4.4 919 2.3 預託制度運用費+４１企業立地促進対策事業+１５ 広島版「産業革新機構」設立推進事業▲４１広島県新事業創出支援事業▲５83,589 9.0 82,086 8.8 ▲1,503 ▲1.8 単独公共+１３補助公共・国直轄事業負担金+７市街地再開発事業+７ 本州四国連絡橋建設関連費▲４１60,712 6.5 61,537 6.6 825 1.4 （仮称）佐伯警察署整備事業+６240,085 25.8 243,595 26.2 3,510 1.5 県立学校施設設備整備事業+３６6,518 0.7 5,479 0.6 ▲1,039 ▲15.9 過年発生災害復旧事業▲１０145,943 15.7 146,597 15.8 654 0.472,610 7.8 75,971 8.2 3,361 4.6 税関係交付金等+３４400 0.0 400 0.0 0 0.0931,860 100.0 930,460 100.0 ▲1,400 ▲0.2714,090 76.6 708,790 76.2 ▲5,300 ▲0.7
予 備 費歳出合計一般歳出(諸支出金・公債費を除く計)

教 育 費災 害 復 旧 費公 債 費諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費商 工 費土 木 費警 察 費

主な減要因（単位：億円）議 会 費総 務 費
区　　　分

民 生 費衛 生 費労 働 費

主な増要因（単位：億円）
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〔性質別内訳〕 

� 義務的経費は，Ｈ23年度に比べ▲22億円となる見込みです。 

・人件費については，職員数の見直しなど，人件費マネジメントの着実な実行により，▲5億円となる

見込みです。 

・扶助費は，障害児施設給付費の減などにより，Ｈ23年度に比べ▲22億円となる見込みです。 

� 投資的経費は，Ｈ23年度に比べ61億円の増となる見込みです。 

・普通建設事業費は，県立学校耐震化を加速化させることに伴う増など，Ｈ23年度に比べ72億円の増とな

る見込みです。なお，公共事業は，Ｈ23年度当初予算と比べ15億円の増となる見込みですが，Ｈ23年度

当初予算に，Ｈ22年度2月補正の「緊急経済・雇用対策関係」予算を含めた場合と比較すると，▲42億円と

なる見込みです。 

� 投融資関係費は，預託制度運用費など貸付金が30億円の増となる一方，広島版「産業革新機構」設

立推進事業や本州四国連絡橋建設関連費の減などにより投資・出資が▲88億円となるなど，Ｈ23年

度に比べ▲71億円となる見込みです。 

� その他の行政費は，国民健康保険県調整交付金などの福祉医療関係費や，税関係交付金など補助

費等の増により，Ｈ23年度に比べ18億円の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表７７７７：：：：性性性性　　　　質質質質　　　　別別別別 （単位：百万円，％）Ｈ２３ Ｈ２４ 増減額 伸率A 構成比 B 構成比 B-A B/A299,561 32.1 299,061 32.2 ▲500 ▲0.2職 員 給 与 費 等 268,630 28.8 268,036 28.8 ▲594 ▲0.2 職員数の見直し▲９給与構造改革等▲１退 職 手 当 30,931 3.3 31,025 3.3 94 0.328,244 3.0 26,019 2.8 ▲2,225 ▲7.9 特定疾患対策費+３ 障害児施設給付費▲２２原爆援護法等関係援護事業費▲４145,160 15.6 145,699 15.7 539 0.4472,965 50.8 470,779 50.7 ▲2,186 ▲0.597,723 10.5 104,884 11.3 7,161 7.3補 助 64,629 6.9 65,157 7.0 528 0.8 補助公共・国直轄事業負担金+１３ 障害者自立支援特別対策事業▲５医療施設整備費補助金▲３単 独 33,094 3.6 39,727 4.3 6,633 20.0 県立学校施設設備整備事業+４４企業立地促進対策事業+１５6,518 0.7 5,479 0.6 ▲1,039 ▲15.9 過年発生災害復旧事業▲１０104,241 11.2 110,363 11.9 6,122 5.99,261 1.0 7,775 0.8 ▲1,486 ▲16.0 大規模事業基金積立金+７介護基盤緊急整備等基金積立事業+５ 大規模社会福祉施設等建設基金積立金▲２８11,066 1.2 2,223 0.2 ▲8,843 ▲79.9 広島版「産業革新機構」設立推進事業▲４１本州四国連絡橋建設関連費▲４１29,691 3.2 32,657 3.5 2,966 10.0 預託制度運用費+４１ 地域総合整備資金貸付事業▲１１2,850 0.3 3,101 0.3 251 8.8 港湾特別整備事業費特別会計繰出金+３52,868 5.7 45,756 4.8 ▲7,112 ▲13.528,710 3.1 25,831 2.8 ▲2,879 ▲10.0 農業人材総合育成事業+２ 広島県新事業創出支援事業▲５緊急雇用対策一般公募事業▲５7,263 0.8 7,619 0.8 356 4.9265,413 28.5 269,712 29.0 4,299 1.6諸 支 出 金 72,610 7.8 75,971 8.2 3,361 4.6 税関係交付金等+３４そ の 他 192,803 20.7 193,741 20.8 938 0.5 国民健康保険県調整交付金+３４障害者介護サービス等給付事業+２１ 介護職員処遇改善交付金事業▲３４雇用創出事業補助金▲９400 0.0 400 0.0 0 0.0301,786 32.4 303,562 32.6 1,776 0.6931,860 100.0 930,460 100.0 ▲1,400 ▲0.2714,090 76.6 708,790 76.2 ▲5,300 ▲0.7歳出合計一般歳出(諸支出金・公債費を除く計)
維 持 補 修 費補 助 費 等予 備 費
繰 出 金投 融 資 関 係 費物 件 費

そ の 他 の 行 政 費

投 資 的 経 費積 立 金投 資 ・ 出 資貸 付 金

公 債 費義 務 的 経 費普通建設事業費災害復旧事業費

主な増要因（単位：億円） 主な減要因（単位：億円）人 件 費扶 助 費
区　　　分
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  （（３３））  歳歳入入・・歳歳出出のの全全体体像像  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円，％）B-A B/A2,696 2,768 73 2.7 個人県民税の増収　など1,890 1,873 ▲18 ▲0.9 普通交付税の減　など1,561 1,557 ▲4 ▲0.2 本州四国連絡橋建設関連費に係る県債の減　など905 914 9 1.0 （実質的な地方交付税）1,075 1,049 ▲26 ▲2.5 障害児施設給付費に係る国庫支出金の減　など2,097 2,058 ▲39 ▲1.9 国の経済対策基金繰入金の減　など9,319 9,305 ▲14 ▲0.26,140 6,195 55 0.94,447 4,448 0 0.02,996 2,991 ▲5 ▲0.2職 員 給 与 費 等 2,686 2,680 ▲6 ▲0.2 人件費マネジメントによる減　など退 職 手 当 309 310 1 0.31,452 1,457 5 0.42,421 2,479 58 2.4842 898 56 6.6 国民健康保険県調整交付金の増　など726 760 34 4.6 市町への税関係交付金の増　など2,450 2,378 ▲72 ▲2.9850 865 15 1.8補 助 公 共 等 598 611 13 2.2 補助公共事業・国直轄事業負担金の増単 独 公 共 187 199 12 6.4 単独公共事業の増災 害 復 旧 事 業 65 55 ▲10 ▲15.9 過年発生災害復旧事業の減1,600 1,513 ▲87 ▲5.4 国の経済対策基金事業の減　など9,319 9,305 ▲14 ▲0.2

人 件 費

一 般 事 業

う ち 税 交 付 金 等公 共 事 業
法 的 義 務 負 担 経 費
政 策 的 経 費

公 債 費

平成２４年度当初予算の概要

県 税
国 庫 支 出 金
地 方 交 付 税 備　　　　　　　　　考前年度比較Ｈ２４BＨ２３A区　　　　　　分

歳 出 合 計

歳 入 合 計
歳　 　　入

経 常 的 経 費

県 債
そ の 他 の 歳 入う ち 臨 時 財 政 対 策 債

う ち 一 般 財 源 総 額

歳　　　　出 う ち 福 祉 医 療 関 係費
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  【【参参考考】】  歳歳入入・・歳歳出出予予算算のの構構成成  

    ①①  歳歳入入のの構構成成      
 

地方交付税1872億5200万円20.1%
国庫支出金1048億3514万円11.3%

県債1557億2370万円16.7%諸収入474億4310万円5.1%
地方消費税清算金580億6300万円6.3%

寄附金繰越金800万円0.0%財産収入36億2302万円0.4% 繰入金420億8359万円4.5%
交通安全対策特別交付金9億円0.1%分担金及び負担金55億6611万円0.6%

使用料及び手数料58億9934万円0.6% 地方譲与税412億1000万円4.4% 地方特例交付金10億1300万円0.1%

県税2768億4000万円29.8%

【内訳】　臨時財政対策債 　914億円(対Ｈ23：＋ 9億円)　退職手当債　　   130億円(対Ｈ23：± 0億円)　行政改革推進債　　27億円(対Ｈ23：▲ 2億円)　その他の県債　　 487億円(対Ｈ23：▲10億円)【主な内訳】　個人県民税　　 967億円(対Ｈ23：＋27億円)  法人２税　　　 631億円(対Ｈ23：▲ 6億円)　地方消費税　　 369億円(対Ｈ23：＋14億円)【主な内訳】　財源調整的基金繰入金　　　 　 61億円(対Ｈ23：＋38億円)　緊急雇用対策基金繰入金　 　   41億円(対Ｈ23：▲51億円)　介護職員処遇改善等基金繰入金  11億円(対Ｈ23：▲38億円)

【主な内訳】　教育費関係　　　460億円(対Ｈ23：▲3億円)　衛生費関係　　　206億円(対Ｈ23：▲7億円)　土木費関係　　　173億円(対Ｈ23：＋2億円)

歳入総額9304億6000万円

【主な内訳】　普通交付税　　 1,860億円(対Ｈ23：▲18億円)
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    ②②  歳歳出出のの構構成成 

目目的的別別内内訳訳 
 

 民生費1071億2928万円11.5% 衛生費793億2668万円8.5%教育費2435億9529万円26.2%
公債費1465億9680万円15.8%

議会費19億9494万円0.2% 総務費492億6334万円5.3%諸支出金759億7060万円8.2%予備費4億円0.0%
災害復旧費54億7930万円0.6%

警察費615億3731万円6.6% 土木費820億8590万円8.8% 商工費412億3142万円4.4%農林水産業費296億6249万円3.2%労働費61億8665万円0.7%

歳出総額●億●万円
公債費1456億9914万円15.7%

その他3493億1731万円37.4% 義務的経費4707億7898万円50.7%
投資的経費1103億6371万円11.9%

人件費2990億6053万円32.2%補助費等2697億1136万円29.0%
扶助費260億1931万円2.8%災害復旧事業費54億7930万円0.6% 普通建設事業費1048億8441万円11.3%

投資・出資貸付・積立金426億5566万円4.5%
予備費4億円0.0%繰出金31億93万円0.3%維持補修費76億1901万円0.8%物件費258億3035万円2.8%

歳出総額9304億6000万円

歳出総額9304億6000万円

【主な内訳】  福祉医療関係費  898億円（対Ｈ23：＋56億円）  税交付金等     760億円（対Ｈ23：＋34億円） 

【主な内訳】  職員給与費等   2,680億円（対Ｈ23：▲6億円）  退職手当      310億円（対Ｈ23：＋1億円） 

【主な内訳】  公共事業    865億円（対Ｈ23：＋15億円） 

性性質質別別内内訳訳 
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３３  歳歳出出歳歳入入見見直直ししのの概概要要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■■■■■■■        当当当当当当当当初初初初初初初初予予予予予予予予算算算算算算算算作作作作作作作作業業業業業業業業フフフフフフフフレレレレレレレレーーーーーーーームムムムムムムム等等等等等等等等にににににににに基基基基基基基基づづづづづづづづくくくくくくくく徹徹徹徹徹徹徹徹底底底底底底底底ししししししししたたたたたたたた事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの見見見見見見見見直直直直直直直直しししししししし 

・ 施策マネジメント（PDCA）による事業評価や費用対効果の検証など，

当初予算作業フレーム等に基づき全ての事業にわたって徹底した 

見直しを行った。 

（見直しの観点）� 目的の妥当性や県が主体となる必要性等の検証 

� 目的に対する事業の有効性，効率性の検証 

・ 県税収入，財産収入など歳入確保に努め，適正な資金確保対策を実施する。 

 

歳出削減額歳出削減額歳出削減額歳出削減額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））    約約約約▲▲▲▲２８２８２８２８億億億億４９４９４９４９百万円百万円百万円百万円    

 

歳入確保額歳入確保額歳入確保額歳入確保額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））                            約約約約３３３３億円億円億円億円 

 

 

・ 捻出した財源は，平成２４年度の重点事業に活用する。 

 

 

 

歳出削減額歳出削減額歳出削減額歳出削減額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））        約約約約▲▲▲▲３４３４３４３４億億億億８８８８百万円百万円百万円百万円    

  
歳入確保額歳入確保額歳入確保額歳入確保額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））                            約約約約３３３３億億億億円円円円 

歳歳歳歳歳歳歳歳出出出出出出出出削削削削削削削削減減減減減減減減及及及及及及及及びびびびびびびび歳歳歳歳歳歳歳歳入入入入入入入入確確確確確確確確保保保保保保保保のののののののの合合合合合合合合計計計計計計計計額額額額額額額額 

■■■■■■■■        事事事事事事事事        業業業業業業業業        仕仕仕仕仕仕仕仕        分分分分分分分分        けけけけけけけけ        対対対対対対対対        象象象象象象象象        事事事事事事事事        業業業業業業業業        のののののののの        継継継継継継継継        続続続続続続続続        検検検検検検検検        証証証証証証証証 

・ 平成２１年度及び平成２２年度に実施した事業仕分け対象事業につ

いて，仕分け時の意見や事業の有効性・効率性等の検証を行い，平成  

２４年度当初予算案に反映させた。 

歳出削減額歳出削減額歳出削減額歳出削減額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））        約約約約▲▲▲▲５５５５億億億億５９５９５９５９百万円百万円百万円百万円    
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  （（１１））  当当初初予予算算作作業業フフレレーームム等等にに基基づづくく徹徹底底ししたた事事業業のの見見直直しし  

これまで実施してきた事業見直しの視点等により，全ての事業にわたって徹

底した見直しを行った。 

 

１ 目的の妥当性や県が主体となる必要性等の検証 ▲４億７百万円（ 一般財源ベース） 

２ 目的に対する事業の有効性，効率性の検証 ▲２４億４２百万円（ 一般財源ベース） 

合       計 ▲２８億４９百万円（ 一般財源ベース） 

 

①①①①①①①①        目目目目目目目目的的的的的的的的のののののののの妥妥妥妥妥妥妥妥当当当当当当当当性性性性性性性性やややややややや県県県県県県県県がががががががが主主主主主主主主体体体体体体体体ととととととととななななななななるるるるるるるる必必必必必必必必要要要要要要要要性性性性性性性性等等等等等等等等のののののののの検検検検検検検検証証証証証証証証をををををををを行行行行行行行行いいいいいいいい，，，，，，，，事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの見見見見見見見見直直直直直直直直ししししししししをををををををを行行行行行行行行うううううううう

もももももももものののののののの  
▲４億７百万円（一般財源ベース）    （単位：千円）  （単位：千円） 当 初 予 算 額 区 分 Ｈ23予算 （一般財源） Ｈ24予算案 （一般財源） 削 減 額 （一般財源） 検 証 の 状 況 基幹系システム効率化事業（運用管理経費分） 448,544 (448,544) 256,250 (256,250) ▲192,294 (▲192,294) ・ホストコンピュータからサーバでの運用に移行したことに伴う運用管理経費の縮減 広報費 （ひろしま県民だより） 144,083 (144,083) 72,371 (72,371) ▲71,712 (▲71,712) ・効果的な広報手法への見直しに伴う委託料等の縮減 未利用県有地処分事業 251,803 (251,803) 190,749 (190,749) ▲61,054 (▲61,054) ・社会情勢等の変化を踏まえた売却資産の条件整備費の見直し（建物解体物件の限定）などによる縮減 広島県産業科学技術研究所運営事業 127,808 (123,553) 111,985 (107,730) ▲15,823 (▲15,823) ・これまでの事業成果を踏まえて，新規研究テーマの休止など事業内容を見直したことによる縮減 総合技術研究所研究開発費 99,495 (91,400) 86,059 (77,006) ▲13,436 (▲14,394) ・県内産業のニーズを踏まえたＨ24重点事業の創設に伴い，研究課題の選択と集中を行い，課題数を見直したことなどによる縮減 施設内訓練民間活力導入事業 95,001 (47,501) 69,040 (34,520) ▲25,961 (▲12,981) ・職業訓練の実効性が高まるよう，労働力の需給状況に対応した訓練科目の見直しを行ったことによる縮減 

 

≪視点≫ ○ 事業目的の実現可能性が乏しいものや事業の執行実績，利用状況等が低調に推移しているもの ○ 社会情勢等の変化に伴い，継続実施する意義が薄れているもの  など 主主主主    なななな    事事事事    業業業業    
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②②②②②②②②        目目目目目目目目的的的的的的的的にににににににに対対対対対対対対すすすすすすすするるるるるるるる事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの有有有有有有有有効効効効効効効効性性性性性性性性，，，，，，，，効効効効効効効効率率率率率率率率性性性性性性性性のののののののの検検検検検検検検証証証証証証証証をををををををを行行行行行行行行いいいいいいいい，，，，，，，，事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの見見見見見見見見直直直直直直直直ししししししししをををををををを行行行行行行行行ううううううううもももももももものののののののの  
▲２４億４２百万円（一般財源ベース）         （単位：千円） 当 初 予  算 額 区 分 Ｈ23予算 （一般財源） Ｈ24予算案 （一般財源） 削 減 額 （一般財源） 検 証 の 状 況 県立病院 ・病院整備費 ・病院運営費 3,501,504 (3,432,461) 2,607,202 (2,528,493) ▲894,302 (▲903,968) ・一般会計繰入金について，自立した病院経営を目指し，最大限の経営努力と県民への説明責任等の観点から見直し ・事業仕分け分と合わせた削減額           計   ▲1,390,954 (▲1,400,620) 県庁舎整備推進事業（県庁舎設備改修事業） 189,874 (172,971) 120,336 (103,433) ▲69,538 (▲69,538) ・空調熱源設備の維持管理方法の見直しによる縮減 

交通指導費 212,302 (▲262,971) 171,587 (▲324,716) ▲40,715 (▲61,745) ・自動車保管場所調査委託等の契約方法の見直し等による縮減 
免許事務費 1,153,633 (▲815,103) 1,113,882 (▲754,779) ▲46,357 (▲46,357) ・更新時講習や免許電算登録業務委託の見直し等による縮減 ※削減額は見直し効果額を計上 体育施設整備費 64,275 (64,275) 21,688 (21,688) ▲42,587 (▲42,587) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適正化（体育施設の整備箇所数等を精査） 県立特別支援学校給食調理業務委託費 124,797 (124,797) 85,028 (85,028) ▲39,769 (▲39,769) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適正化（給食調理業務委託等について，契約実績を踏まえて積算方法を精査） 交番相談員活用事業（地域警察刷新経費） 409,028 (362,879) 376,849 (333,844) ▲32,179 (▲29,035) ・業務の執行方法等の見直しによる非常勤嘱託員の削減 

 

≪視点≫ ○ 事業実施方法等の工夫により事業費の削減が見込めるもの ○ 予算の執行実績（当初予算と決算額との差）が大きく乖離しているもの ○ 類似・関連業務の一本化・集約化等による効率化が見込めるもの  など 主主主主    なななな    事事事事    業業業業    
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（単位：千円） 

 

当 初 予 算 額 区 分 Ｈ23予算 （一般財源） Ｈ24予算案 （一般財源） 削 減 額 （一般財源） 検 証 の 状 況 庁舎管理費 440,541 (425,132) 407,219 (397,457) ▲33,322 (▲27,675) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適正化（庁舎管理委託業務等について，契約実績を踏まえて積算方法を精査） 体育施設管理費 229,341 (209,153) 205,606 (185,402) ▲23,735 (▲23,751) ・体育施設の管理について，契約実績を踏まえ，事業規模を適切化 集落法人設立加速化支援事業 69,910 (69,910) 50,366 (50,366) ▲19,544 (▲19,544) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適切化（新規に設立する集落法人見込数を精査） 産科・救急医確保支援事業 248,252 (67,495) 229,883 (49,655) ▲18,369 (▲17,840) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適正化（救急勤務医手当等の助成について，補助実績を踏まえて積算方法を精査） 賦課徴収費 291,770 (273,070) 270,431 (259,170) ▲21,339 (▲13,900) ・事業の執行実績を踏まえ，事業規模を適正化（県税納付書発行に必要な経費について，過去の実績を踏まえて積算方法を精査） 中小・ベンチャー企業販路拡大促進事業 13,460 (13,460) 0 (0) ▲13,460 (▲13,460) ・関連事業である広島県中小・ベンチャー企業成長支援事業に統合し，効果の高い事業へ重点化 新防災情報システム構築運営事業 13,440 (13,440) 0 (0) ▲13,440 (▲13,440) ・従来システムの内容を見直し，効率的・効果的なシステムの管理運営を図るため，「防災情報システム管理運営等事業」に再構築 明るい長寿社会づくり推進事業 53,954 (46,954) 39,982 (35,102) ▲13,972 (▲11,852) ・事業内容を見直し，効果の少ないメニューの廃止や一部メニューを関連事業と統合したことによる事業費の縮減 総合通信指令室運営費 111,133 (111,333) 160,553 (157,148) ▲11,756 (▲11,756) ・指令業務回線の見直しによる回線使用料の縮減 ※削減額は見直し効果額を計上 
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  （（２２））  事事業業仕仕分分けけ対対象象事事業業のの継継続続検検証証  

○○○○○○○○        事事事事事事事事業業業業業業業業仕仕仕仕仕仕仕仕分分分分分分分分けけけけけけけけににににににににおおおおおおおおけけけけけけけけるるるるるるるる意意意意意意意意見見見見見見見見やややややややや事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの有有有有有有有有効効効効効効効効性性性性性性性性・・・・・・・・効効効効効効効効率率率率率率率率性性性性性性性性等等等等等等等等のののののののの検検検検検検検検証証証証証証証証をををををををを行行行行行行行行いいいいいいいい，，，，，，，，事事事事事事事事業業業業業業業業のののののののの見見見見見見見見

直直直直直直直直ししししししししをををををををを行行行行行行行行ううううううううもももももももものののののののの  
▲５億５９百万円（一般財源ベース）  （単位：千円） 当 初 予 算 額 検 証 の 状 況 区 分 Ｈ23予算 （一般財源） Ｈ24予算案 （一般財源） 削 減 額 （一般財源） 削減額の主な内容 ・一般会計繰入金について，自立した病院経営を目指し，最大限の経営努力と県民への説明責任等の観点から見直しを行う。 県立病院 ・病院運営費 （政策医療） 769,059 (769,059) 272,407 (272,407) ▲496,652 (▲496,652) （一般会計繰入金の算定方法の変更） ・診療報酬等で対応可能なものは，経営努力により解消 ・診療報酬で対応困難なものは，運営収支差から空床確保に要する経費に変更 等 ・県支援センターと地域支援センターの類似支援の解消など，効率的な支援体制に見直すとともに，国，市及び商工団体との役割分担について，引き続き検討を進める。 広島県中小・ベンチャー企業成長支援事業 68,559 (68,559) 46,225  (46,225) ▲22,334 (▲22,334) ・ベンチャーマーケット開拓支援事業の縮減 ・支援体制の見直しによる事務費の節減 ・市町が自ら策定した計画に基づき主体的に実施していることから，当面，現行どおり事業を継続する。 ・なお，実施方法等の見直しについては，引き続き，国の一括交付金の動向等を踏まえ検討する。 小型浄化槽設置整備事業 168,279 (168,279) 154,384 (154,384) ▲13,895 (▲13,895) ・所要額の精査による縮減 ・警察官被服の仕様の変更があった場合は，可能な範囲で低廉な仕様とするとともに，警察官被服の返納品を効率的に再利用する。 警察官被服費 288,460 (288,460) 275,268 (275,268) ▲13,192 (▲13,192) ・警察官被服の再利用等による事業費減 ・事業の効率性を高めるため，協会に対し，事業の効率的な執行を促すとともに，全国会議を活用し，他県との連携によるコスト削減について引き続き検討する。 職業能力開発協会補助金 47,226 (23,613) 40,860 (20,430) ▲6,366 (▲3,183) ・効率的な事業執行を促すことによる県補助金の縮減 

主主主主    なななな    事事事事    業業業業    

≪引き続き見直し内容を検討するもの≫  証紙取扱事務費，県民文化センター運営事業 など１３事業 
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  【【参参考考】】  県県立立病病院院関関係係事事業業ににおおけけるる見見直直しし効効果果額額のの活活用用ににつついいてて  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 捻出財源は，病院事業と同一施策（地域医療体制の確保）を中心とした重点事業に充当 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

   
 

財 源 活 用 

充   当   事   業   名   等 Ｈ24予算案 （一般財源） 
・ 地域医療体制確保事業  「新地域医療再生計画」等に基づき，予防から急性期，回復期，慢性期まで，切れ目のない医療提供体制を支える各種事業や，医療連携を促進する全県的な医療情報ネットワークの基盤整備等を着実に推進する。 3,343,347 (816,399) 
・ 「がん対策日本一」推進事業  「がん対策日本一」の実現に向け，がん検診，がん予防，がん医療等の総合的な取組を強化する。 192,751 (53,220) 
・ 認知症に係る医療・介護の連携強化事業  高齢化の進展に伴い増加が見込まれている認知症高齢者に対応するため，認知症医療提供体制の整備や，医療・介護の連携体制及び地域支援体制を構築する。 43,411 (27,293) 
・ その他のＨ24重点事業 

－ (503,708) 
合              計 

－ (1,400,620) 
 

○ 県立病院 病院運営費・病院整備費 

見直し効果額 ▲1,400,620千円（一般財源ベース） 

見直し内容 

  一般会計繰入金について，自立した病院経営を目指し，最大限の経営努力と県民への説明責

任等の観点から見直しを実施 

  ・診療報酬等で対応可能なものは，経営努力により解消 

・診療報酬で対応困難なものは，運営収支差から空床確保に要する経費に変更 等 

  

  

  

  

 

 

 

当 初 予 算 額 区 分 事 業 内 容 Ｈ23予算 （一般財源） Ｈ24予算案 （一般財源） 削 減 額 （一般財源） 備   考 政策医療（事業仕分） 769,059 (769,059) 272,407 (272,407) ▲496,652 (▲496,652) 事業仕分け対象事業の継続検証 運営費 政策医療（その他） 企業債利息・各種制度等 2,141,794 (2,072,751) 1,833,790 (1,755,081) ▲308,004 (▲317,670)整備費 企業債償還金等 1,359,710 (1,359,710) 773,412 (773,412) ▲586,298 (▲586,298) 事業仕分け対象事業と合わせて検証・見直しを実施 計  ▲894,302   (▲903,968) 合 計  4,270,563 (4,201,520) 2,879,609 (2,800,900) ▲1,390,954 (▲1,400,620)  
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  ４４  未未来来にに向向かかっってて「「加加速速すするる」」たためめにに，，特特にに注注力力すするる重重点点施施策策  

 

重点重点重点重点２２２２分野分野分野分野    「「「「「「「「人人人人人人人人づづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へへへへのののの挑戦挑戦挑戦挑戦                                                    【【【【４２０４２０４２０４２０億億億億２１２１２１２１百万円百万円百万円百万円】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】 女性の社会参画の促進 （４２億９５百万円） 

■■■■    結婚結婚結婚結婚・・・・出産出産出産出産，，，，子育子育子育子育てててて，，，，ポストポストポストポスト子育子育子育子育てててて期期期期にににに応応応応じたじたじたじた就業支援策就業支援策就業支援策就業支援策（（（（３７３７３７３７億億億億９５９５９５９５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 働く女性の就業継続応援事業 ２５百万円 (新規)    ～ 出産・育児と仕事の両立を希望する女性労働者の着実な就業継続を支援するため，研修会や相談等を実施  ・ 仕事と子育ての両立への意識醸成や不安解消のための研修会・個別相談の実施   ・ 仕事と子育ての両立に不安を持つ女性労働者を対象とした，企業等への巡回相談の実施   ・ 研修受講者の報告会や講習会等を実施した企業に対する奨励金の支給 など ○ 子育てしやすい職場環境整備事業 １４５百万円 ( ○22 78 ○23 95 ) ～ 子育てしやすい職場環境の整備を促進するため，男性の育児休業の取得支援や，意識啓発キャンペーン等を実施 ・ ミニ番組の制作・放送などによる意識啓発キャンペーンの実施 ・ 男性が１週間以上の育児休業を取得した中小企業等に対する奨励金の支給 ・ 事業所内保育施設の設置等に対する助成 など ○ 女性の就職総合支援事業 ５４百万円 (一部新規)  ～ 出産・育児等で離職後，再就職が困難な女性の就業を促進するため，広島労働局と連携のもと，「しごとプラザマザーズひろしま」を広島市内に開設（H２４．３月）し，きめ細かい相談対応等を実施  ・ キャリアコンサルティング，就職活動のノウハウ等に関する相談，子育て支援情報の提供 ・ 就業不安の強い女性に対する職場体験機会等の提供 ・ 女性の就業に理解のある求人企業での，雇用を前提とした就業体験の実施 など ○ 待機児童緊急対策事業 １,４１５百万円 (一部新規)    ～ 希望するすべての保護者が安心して働くことができるよう待機児童の解消を図るため，保育所の創設や認可外保育所の認可化の促進，保育士の確保を総合的に実施 （受入体制の整備） １,３６９百万円 ( ○22 1,516 ○23 107 ) ～ 民間保育所の整備に係る支援（１６箇所 保育所定員６２１名増）  （認可外保育所の認可化の促進） ２４百万円 (新規)    ～ 認可外保育所の認可移行に必要な支援・指導，施設及び園庭改修に要する経費の助成 

○  女性の社会参画の促進 

○ グローバル人材の育成・確保 

○  社会減に歯止めをかける対策 

○ 将来の広島県を支える人材の育成 
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 （保育士不足の解消） ２２百万円 (新規)    ～ 保育士不足による定員割れ保育所を解消するため，保育士人材バンクを設立し，就職斡旋講習会や求職者と求人者のマッチング，実地研修等を実施 ○ 多様な保育ニーズ対策等強化事業 １,３６３百万円 (一部新規)    ～ 仕事と子育ての両立が可能となるよう，保育ニーズに対する保育サービスの量的拡充や多様なサービスの充実，子育ての不安解消に向けたサービスを充実 （保育サービスの量的拡充） １,０３１百万円 ( ○22 847 ○23 974 ) ～ 延長保育や病児・病後児保育，放課後児童クラブなどの保育サービスの実施箇所を拡充  （多様なサービスの充実） ２４百万円 (新規)    ～ 子育てサポート人材の養成，市町等の多様な保育サービス制度の周知  （子育ての不安解消に向けたサービスの充実） ３０８百万円 ( ○22 15 ○23 213 ) ～ 大型ショッピングセンターに設置している子育てサポートステーションの実施箇所を拡充 など ○ 次代を担う子ども・子育て支援事業 ７９３百万円 ( ○22 358 ○23 1,263 ) ～ 安心して子どもを生み育てられる体制を整備するため，地域社会全体で子どもと子育てを応援できる環境づくりやひとり親家庭への支援，児童虐待防止などを実施  ・ 地域の子育て相談に対応した子育て支援補助員を民間保育所（１３０箇所）へ配置  ・ ひとり親家庭の在宅就業支援のため，在宅就業支援センターを設置し，ＩＴを用いた職業訓練等を実施  ・ 児童虐待の初期対応や一時保護入所児童への支援体制を強化するため，サポートスタッフ（１３名）を配置 など  
■■■■    キャリアキャリアキャリアキャリアをををを活活活活かせるかせるかせるかせる就業就業就業就業のののの受受受受けけけけ皿皿皿皿のののの創出創出創出創出（（（（４４４４億億億億７１７１７１７１百万円百万円百万円百万円））））    ○ 子育てしやすい職場環境整備事業[再掲] １４５百万円 ( ○22 78 ○23 95 ) ～ 子育てしやすい職場環境の整備を促進するため，男性の育児休業の取得支援や，意識啓発キャンペーン等を実施 ・ ミニ番組の制作・放送などによる意識啓発キャンペーンの実施 ・ 男性が１週間以上の育児休業を取得した中小企業等に対する奨励金の支給 ・ 事業所内保育施設の設置等に対する助成 など ○ 女性の就職総合支援事業[再掲] ５４百万円 (一部新規)  ～ 出産・育児等で離職後，再就職が困難な女性の就業を促進するため，広島労働局と連携のもと，「しごとプラザマザーズひろしま」を広島市内に開設（H２４．３月）し，きめ細かい相談対応等を実施  ・ キャリアコンサルティング，就職活動のノウハウ等に関する相談，子育て支援情報の提供 ・ 就業不安の強い女性に対する職場体験機会等の提供 ・ 女性の就業に理解のある求人企業での，雇用を前提とした就業体験の実施 など ○ 看護職員のバックアップ事業 １９１百万円 ( ○22 0 ○23 209 ) ～ 看護職員不足の解消を図るため，看護師等の養成機能の充実・強化，離職防止・再就業の促進，資質向上のための支援を実施 ・ 県内の看護系大学への県内医療機関就業情報の提供 ・ 院内保育所の施設整備，運営に対する支援，就業環境改善に関する相談窓口の設置 ・ 未就業有資格者に対する看護技術の実践研修の実施 など 
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○ 介護福祉士養成・確保事業 ８１百万円 ( ○22 110 ○23 219 ) ～ 介護分野の人材を育成するため，介護業務に従事しながらの資格取得を支援  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（２９２９２９２９百万円百万円百万円百万円））））    ○ 子育て・高齢者等あんしん住宅リフォーム普及支援事業 １６百万円 ( ○22 0 ○23 30 ) ～ 県民が安全・安心で快適な生活が営めるよう居住環境の質の向上を目的として，県内市町における住宅リフォーム助成制度（子育て，高齢者，障害者等に資するもの）の創設を支援 ○ 児童家庭支援センター運営費 １３百万円 ( ○22 0 ○23 13 ) ～ 子どもに対する相談・支援体制を強化するため，市町では対応が難しい家庭等からの子どもに関する相談や，専門的な知識・技術を必要とする事案について，技術的助言・援助を行う児童家庭支援センターの運営を支援  
【重点施策】 グローバル人材の育成・確保 （２億２８百万円） 

■■■■    グローバルグローバルグローバルグローバル感覚感覚感覚感覚をををを持持持持ったったったった人材人材人材人材のののの継続的継続的継続的継続的なななな育成育成育成育成（（（（１１１１億億億億５３５３５３５３百万円百万円百万円百万円））））    ○ 異文化交流体験空間創出事業 ５百万円 (新規) ～ 外国人と積極的にコミュニケーションを図る児童生徒を増やすため，留学生等の外国人との異文化交流体験ができるスペースを開設（県内２箇所） ○ 県立学校海外交流推進事業 ４４百万円 (一部新規) ～ グローバル社会に対応できる視野や行動力を身に付けた人材を育成するため，県立学校と海外の学校との姉妹校提携や海外留学の支援，姉妹校への教員派遣を実施 債務[７５百万円]       ○ イノベーション人材等育成事業 １０２百万円 (一部新規) ～ 本県のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業が社員を研修等に派遣する費用の助成や，個人が専門職大学院の課程等での修学に要する費用の貸付 ○ みんなで作ろう ひろしま自慢事業 ２百万円 ( ○22 0 ○23 2 ) ～ 子どもたちの郷土ひろしまに対する理解を深めるとともに，郷土愛の育成を図るため，子どもたちが地域で発見した宝（地域自慢）の発表大会などを実施  
■■■■    グローバルグローバルグローバルグローバル人材人材人材人材のののの受入拡大受入拡大受入拡大受入拡大（（（（７５７５７５７５百百百百万円万円万円万円））））    ○ 留学生受入・定着倍増促進事業 ４７百万円 (一部新規)    ～ グローバル人材の育成・確保を図るため，県内の大学，経済・国際交流団体，行政機関等で構成する「広島県留学生活躍支援センター」に対する参画・支援を行い，留学生の受入から定着までの総合的な支援等を実施    
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○ グローバル人材育成確保促進事業 ２８百万円 (一部新規) ～ 県内企業によるアジアを中心とした新興国への事業展開を促進するため，県内企業が海外展開する際にキーパーソンとなる人材の確保を，長期・短期の両面から支援  ・ 産学官が連携し，海外から優秀な留学生の受入・人材育成を行い，県内企業への就職を支援  ・ 人材紹介会社等を利用した，県内中小企業等による県外の即戦力人材の確保を支援     
【重点施策】 社会減に歯止めをかける対策 （１億１２百万円） 

■■■■    若年層若年層若年層若年層のののの転出超過転出超過転出超過転出超過にににに歯止歯止歯止歯止めめめめ（（（（６３６３６３６３百万円百万円百万円百万円））））    ○ 連携による大学の魅力づくり推進事業 ５１百万円 (一部新規)    ～ 県内大学の魅力向上を図り，広島に人材を惹きつけるため，複数大学が産業界等と連携して行う人材育成の取組を充実させるとともに，県内外の高校に対する情報発信を強化   ・ 大学生，社会人，高校生を対象とした新たな教育プログラムの提供   ・ 県内外の高校生や進路指導教員等に対する県内大学の魅力等の周知 ○ ひろしま企業オンキャンパス・リクルーティング事業 １２百万円 (一部新規) ～ 県内産業の次代を担う大学生等の県内企業への就職を促進するため，県内外の学生に対して県内企業の魅力を発信 ・ 県内理工系大学等での企業講座とインターンシップ，県内企業の紹介等を行う企業講座の実施 など  
■■■■    就職等就職等就職等就職等でのでのでのでのＵＵＵＵ・・・・ＩＩＩＩターンターンターンターン促進促進促進促進（（（（４９４９４９４９百万円百万円百万円百万円））））    ○ ひろしま企業オンキャンパス・リクルーティング事業[再掲] １２百万円 (一部新規) ～ 県内産業の次代を担う大学生等の県内企業への就職を促進するため，県内外の学生に対して県内企業の魅力を発信 ・ 関西での合同企業説明会，関東・関西の大学と県内企業との交流会，保護者等対象セミナーの実施  など ○ 「ひろしまジョブプラザ」運営事業 ３７百万円 ( ○22 47 ○23 45 ) ～ 若年から中高年齢者まで全ての世代の多様な働き方を支援するため，関係機関と連携し，就業や社会貢献活動に係る相談業務など，幅広い支援を実施  
【重点施策】 将来の広島県を支える人材の育成 （３７３億８６百万円） 

■■■■    すべてのすべてのすべてのすべてのベースベースベースベースとなるとなるとなるとなる子子子子どもたちのどもたちのどもたちのどもたちの学力学力学力学力・・・・体力体力体力体力のののの向上向上向上向上（（（（４４４４億億億億６５６５６５６５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 小学校における３５人学級の実施  ～ Ｈ２３年度から実施している小学校１年生の３５人学級に加えて，Ｈ２４年度から県内すべての小学校２年生で３５人学級を実施（常勤定数４１人増） ○ 基礎学力定着プロジェクト事業 ３百万円 ( ○22 4 ○23 3 ) ～ 児童生徒の基礎学力の確実な定着を目指し，「基礎・基本」定着状況調査を継続して実施するとともに，調査結果の分析等を通して，学力向上の取組の成果を検証し，学習指導内容を改善 
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○ 学力向上総合対策事業 ５１百万円（一部新規） ～ 児童生徒の学力向上を図るため，小中学校が連携した学力向上と生徒指導の一体的な対策を行うとともに，家庭における学習環境の整備を支援 ○ 高等学校学力向上対策事業 ３７百万円 ( ○22 23 ○23 27 ) ～ 県立高等学校における学力向上を図るため，すべての県立高等学校を対象とした共通学力テストや学習合宿，指定校における合同学習合宿や大学・企業訪問，教員の教科指導力養成研修を実施    ○ 特別支援教育ビジョン推進事業 ２６百万円 ( ○22 8 ○23 40 ) ～ 障害の種別や程度に応じた専門的な指導や技能検定などの就職指導の充実を図り，障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加を支援 ○ トップアスリート育成強化事業 １７０百万円 ( ○22 0 ○23 170 ) ～ 将来，世界や全国の大会で活躍できる選手を広島県から輩出するため，全国大会等で優勝できる競技力を持つジュニア選手の発掘・育成・強化を実施 ・ 全国のトップを狙える競技を中心とした強化合宿，指導者養成 ・ 優れた運動能力を有する児童の早期発掘 ○ 小中学校教育環境充実支援事業 １５３百万円 (一部新規) ～ 学校の規模適正化に取り組む市町に対し，統合後の学校への非常勤講師の配置，児童生徒の遠距離通学費及び教育環境整備への支援 ○ 高等学校教育改革推進事業 ２５百万円 (一部新規) ～ 現行の県立高等学校再編整備基本計画を着実に推進するとともに，今後の本県高等学校教育の在り方を検討  
■■■■    実体験実体験実体験実体験などをなどをなどをなどを通通通通じたじたじたじた全人的全人的全人的全人的なななな教育教育教育教育（（（（５５５５５５５５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「山・海・島」体験活動推進事業 ２５百万円 ( ○22 28 ○23 17 ) ～ 豊かな心の育成を図るため，県内の小学校（４５校程度）で，広島県の豊かな自然環境を生かした集団宿泊体験活動を実施  ○ 「わたしたちの学校は日本一！」事業 ５百万円 ( ○22 0 ○23 3 ) ～ 知・徳・体の様々 な分野でトップを目指す人材を育成するため，県立学校の生徒会など生徒が組織するグループが，自ら企画・運営し，主体的に取り組むプロジェクト活動を支援 ○ 広島県科学オリンピック開催事業 ９百万円 ( ○22 5 ○23 9 ) ～ 科学に対する関心や理数系分野への学習意欲の向上を図るため，高校生を対象とした広島県科学オリンピックを開催 ＜実施分野：物理，化学，生物，地学，数学，情報＞ ○ ものづくり高校生マイスター育成事業 ８百万円 ( ○22 10 ○23 9 ) ～ 将来の本県のものづくり産業を担う人材を育成するため，ものづくりコンテスト全国大会等での入賞を目指し，工業高校等の生徒を対象とした実習・セミナーを開催  <実施分野：旋盤作業，木材加工，電気工事，電子回路組立，化学分析，測量> ○ 高校生の「起業家精神」育成事業 ３百万円 ( ○22 3 ○23 3 ) ～ 県立高等学校の生徒によるビジネスプランの作成及び起業活動の実践を通じて，地域社会や産業の活性化に貢献できる実践力のある人材を育成 
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○ 夢配達人プロジェクト推進事業 ５百万円 ( ○22 4 ○23 4 ) ～ 子どもたちが主役となって，「夢配達人（夢の実現をサポートする専門家など）」や地域の人たちと一緒に夢の実現に取り組む活動を支援  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（３６８３６８３６８３６８億億億億６６６６６６６６百万円百万円百万円百万円））））    債務[２２百万円]       ○ 私学振興補助金 ２１,０６２百万円 ( ○22 20,498 ○23 20,679 ) ～ 私立学校の教育条件の整備向上及び家庭の教育費負担の軽減を図るため，学校法人等に対して助成 ○ 公立大学法人県立広島大学運営費交付金 ３,６１８百万円 ( ○22 3,654 ○23 3,553 ) ～ 公立大学法人独自の方針に沿った財政の運営に必要な経費として，運営費交付金を交付 ○ ＮＰＯ等自立促進事業 １２１百万円 (一部新規)    ～ 地域を支える多様な主体による協働社会の実現に向け，ＮＰＯ等活動の自立・定着の促進を図るため，マネジメント力強化研修や地域課題の解決に取り組むモデル事業等を実施 債務[７５百万円]       ○ イノベーション人材等育成事業[再掲] １０２百万円 (一部新規) ～ 本県のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業が社員を研修等に派遣する費用の助成や，個人が専門職大学院の課程等での修学に要する費用の貸付 ○ 技能人材育成・確保の促進事業 １６百万円 (一部新規)  ～ 本県ものづくり産業の持続的発展を図るため，次代を担うものづくり後継者を育成するとともに，技能尊重の社会的機運を醸成 ・ ひろしまマイスター等による工業高校生・若手技能者への技能指導 ・ 技能五輪全国大会出場選手への強化支援    ・ 小中高生にものづくりの魅力を伝える技能フェアの開催 など 債務[４,１５１百万円]       ○ 県立学校施設設備整備事業【２月補正含む】 １１,９４７百万円 ( ○22 6,266 ○23 5,729 ) ～ 県立学校施設の耐震化を加速させ，早期に安全・安心な施設環境を整備するとともに，学校における情報化を推進 ○ 栄養教諭の配置  ～ 学校における食育をより一層推進するため，その中核を担う栄養教諭を配置拡充 （２６人 ⇒ ５０人 ～ ２４人増）  
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重点重点重点重点２２２２分野分野分野分野    「「「「「「「「新新新新新新新新たたたたたたたたなななななななな経経経経経経経経済済済済済済済済成成成成成成成成長長長長長長長長」」」」」」」」    へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦【【【【２２０２２０２２０２２０億億億億５５５５５５５５百万円百万円百万円百万円】】】】    

 

 

 

 

   
 

【重点施策】 新たな成長産業の育成 （１６億４３百万円） 

■■■■    次代次代次代次代をををを支支支支えるえるえるえる医療関連医療関連医療関連医療関連・・・・環境浄化産業環境浄化産業環境浄化産業環境浄化産業クラスタークラスタークラスタークラスターのののの形成形成形成形成    （（（（１１１１億億億億４４４４４４４４百万円百万円百万円百万円））））    ○ 医療関連産業クラスター形成事業 ８９百万円 (一部新規)  ～ 医療関連産業クラスターの形成に向けた基盤づくりとして，医療関連分野における県内企業の意欲的な取組を支援   ・ 販路拡大など企業の戦略的な活動や，研究拠点への機器整備に対する助成   ・ 機器開発における薬事規制上の課題調査や，医療現場のニーズと企業の技術とのマッチング   ・ セミナーや講習会の開催など「ひろしま医療関連産業研究会」の運営を支援 など ○ 環境浄化産業クラスター形成事業 ５５百万円 (新規)  ～ 環境浄化産業クラスターの形成に向けて，産業集積，生産規模の拡大を促進するため，市場が拡大する海外（中国等のアジア地域）でのビジネス機会の創出などを支援   ・ 企業の海外展開を促進するための，専門家によるサポート体制の構築やセミナーの開催   ・ 中国での商談会等の開催，中国企業の広島への招へい   ・ 海外での事業化可能性調査など企業の海外ビジネス活動に対する助成 など  
■■■■    「「「「ひろしまひろしまひろしまひろしまブランドブランドブランドブランド」「」「」「」「瀬戸内瀬戸内瀬戸内瀬戸内ブランドブランドブランドブランド」」」」のののの構築構築構築構築にににに向向向向けたけたけたけた    

プロモーシプロモーシプロモーシプロモーションョンョンョン等等等等のののの強化強化強化強化    （（（（１４１４１４１４億億億億９９９９９９９９百万百万百万百万円円円円））））    ○ 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 １７５百万円 ( ○22 20 ○23 43 ) ～ 戦略的な情報発信により観光地としての「ひろしまブランド」の確立を図り，観光客の誘致を拡大するため，新たな観光振興コンセプトに基づく「ひろしまブランド化キャンペーン」や「「平清盛」観光キャンペーン」を実施 ［ひろしまブランド化キャンペーン（Ｈ２３年度～Ｈ２５年度）］  ・ 首都圏向け情報誌，女性向けサイト及びフェイスブック等を活用した情報発信  ・ Ｈ２５年度のデスティネーションキャンペーンへ向けた旅行会社への説明会及び現地研修会  ・ ブランド構築アドバイザーの設置，著名人を活用した広島の魅力発信 など ［「平清盛」観光キャンペーン（Ｈ２３年度～Ｈ２４年度）］  ・ マスメディアやイベントを活用した情報発信  ・ 旅行会社向け説明会やモニターツアーによる旅行商品の造成支援  ・ 宮島・音戸の「ドラマ館」を結ぶ航路（きよもりブルーライン）運航に対する助成 など 

○ 新たな成長産業の育成 

○ アジア市場への参入・獲得（アジア戦略） 

○ イノベーション力の徹底強化 

○ 自立に向けた農林水産業のイノベーション 
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○ 海の道プロジェクト推進事業 ８０百万円 (一部新規)    ～ 「瀬戸内 海の道構想」の実現に向けた，「瀬戸内プラットフォーム」の構築や「瀬戸内ブランド」の形成を促進する取組の実施 ［瀬戸内プラットフォーム構築］ 構想全体をマネジメントする「瀬戸内プラットフォーム」構築のための協議会を立ち上げ，プロモーション，プロダクト開発等の本格実施に向けた検討，計画策定等 ［瀬戸内ブランド形成］ ７つの戦略テーマに沿って発掘してきた資源等を活かした，推進主体の構築や事業拡大等による「瀬戸内ブランド」の形成促進 ○ 瀬戸内海クルーズ推進事業 ３７百万円 (新規)  ～ 滞在型観光を促進するため，大都市圏在住の若い女性をターゲットとする魅力あるクルーズ商品を開発し，効果的なＰＲを実施するとともに地域の観光資源の強化等を支援 ○ “観光地ひろしま”おもてなし向上推進事業 ２６百万円 (一部新規)  ～ ホスピタリティの高い“観光地ひろしま”を実現するため，県民が総ぐるみとなり，おもてなしの心を持って観光客に対して満足度の高い対応ができるよう，地域の主体的な活動への支援等を実施  ・ 広島を代表する観光地を重点推進地区とし，観光事業者，観光協会，市町等による主体的な活動を支援  ・ ホスピタリティ研修，地域の観光地づくり研修，観光マネジメント人材育成セミナーを実施 ○ 広島ブランドショップ運営事業 ３００百万円 (一部新規)  ～ 首都圏における広島のブランド価値向上と広島ファンの増加を図るため，東京に「広島ブランドショップ」を開設 ○ インバウンド強化事業 ８９百万円 (一部新規)  ～ 外国人観光客の誘致を促進するため，各国の状況やニーズに応じたプロモーション活動などを実施   （重点国：中国，台湾，フランス）  ・ 中国：旅行博への出展，旅行会社・メディアの視察ツアー及び現地説明会等  ・ 台湾：現地でブームとなっているサイクリングを活用した，しまなみ海道でのサイクリングイベントや台湾でのトップセールス等  ・ フランス：現地代理人を設置し，旅行会社への訪問活動等を行うとともに，旅行博への出展や旅行会社の視察ツアー等を実施 ○ 中山間地域観光振興推進事業 １１５百万円 (一部新規)  ～ 中山間地域への観光客誘致を促進するため，市町と観光関連団体等が一体となって行う効果的な観光振興策を支援するとともに，島根県やＮｅｘｃｏ西日本と連携したプロモーション活動等を実施 ［中山間地域観光振興計画支援事業］   Ｈ２３年度に市町等が策定した「中山間地域観光振興計画」に基づく取組に対する支援     ・対象：８計画（９市町） ［広島・島根連携事業］ 雑誌・Ｗｅｂを活用したプロモーション活動や関西・九州地方等での旅行会社やマスコミ向け合同説明会 など ［Ｎｅｘｃｏ西日本連携事業］   包括協定を締結したＮｅｘｃｏ西日本と連携した周遊型旅行プランの造成 など  
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○ 教育旅行誘致促進事業 １３百万円 (一部新規)  ～ 既存の観光資源と農山漁村生活体験ホームステイを組み合わせた「広島型教育旅行」として修学旅行生の誘致を促進するため，市町等による受入体制の整備などを支援 ○ 航空ネットワーク拡充事業 ７９百万円 (一部新規)    ～ 航空旅客のシェア拡大を図るため，広島空港の航空ネットワークの拡充と利用を促進 ・ インバウンド向けダイヤの増便に向けたチャーター便を支援 ・ 広島空港発着のデイリー運航の国際定期路線について増便した場合の支援 など ○ 広島空港リムジンバス利便性向上対策事業 １１百万円 ( ○22 0 ○23 30 ) ～ 広島空港リムジンバスのネットワーク拡充に向けて，現行路線とは別に新規路線を実験運行するバス会社に対して，運行経費と運賃収入の差額を助成 ○ 瀬戸内サイクリングロード整備事業 ２１０百万円 (新規)    ～ 「瀬戸内サイクリング」を新たな「ひろしまブランド」として確立するため，サイクリングロードネットワークを形成するための現況調査及びルート案内の整備   （しまなみ海道，とびしま海道，さざなみ海道，江能・音倉地区） ○ みなとの賑わいづくり促進事業 ４０百万円  (一部新規)    ～ 海に憩える賑わいと潤いのある空間を形成するため，広島港宇品・出島地区の整備により地域の魅力を向上させるとともに，全国イベントの開催を通じて瀬戸内の魅力を全国へ情報発信 ［広島港宇品・出島地区賑わい創出事業］ 御幸松地区周辺のウォーターフロントのプロムナード及び案内施設を整備 ［「海フェスタおのみち」支援事業］ Ｈ２４年７月に尾道市，福山市，三原市の３市域で開催される「海フェスタおのみち」を支援 ○ 瀬戸内海クルージング促進事業 ３１０百万円  (一部新規)    ～ 海からの観光地訪問や瀬戸内海クルージングを促進 ・ ボートパーク広島におけるクルージング拠点計画の策定 ・ 桟橋の新規整備や改修によるビジター桟橋のネットワーク化 ・ 利用情報・予約機能の一元化や観光情報等と連携した桟橋予約システムの開発 ○ ひろしま観光立県推進基本計画策定事業 ４百万円 ( ○22 １ ○23 １ ) ～ 今後の観光振興施策の推進を図るため，「ひろしま観光立県推進基本条例」に基づき，「ひろしま観光立県推進基本計画」の次期計画（Ｈ２５年度～Ｈ２９年度）を策定 ○ アニメ映画「ももへの手紙」を活用した誘客促進事業 １０百万円 (一部新規)  ～ 瀬戸内海が舞台となるアニメ映画「ももへの手紙」が平成２４年の春に公開されることを契機に観光客の増加を図るため，映画のモデルエリアである広島県と愛媛県が連携して情報発信等を実施 
 

【重点施策】 アジア市場への参入・獲得（アジア戦略） （２９億１８百万円） 

■■■■    中国内陸部中国内陸部中国内陸部中国内陸部をはじめとをはじめとをはじめとをはじめとしたしたしたしたアジアアジアアジアアジアとのとのとのとの経済交流経済交流経済交流経済交流のののの拡大拡大拡大拡大（（（（１１１１億億億億２２２２２２２２百万円百万円百万円百万円））））    ○ 中国ビジネス交流拡大事業 ４９百万円 (一部新規) ～ 県内企業の中国内陸部でのビジネス機会の拡大を図るため，四川省に現地事務所を設置するとともに，商談会の実施や現地の見本市への出展等により，食品を中心とした「消費財分野」の販路拡大を支援 
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○ インド広島経済交流推進事業 １５百万円 (一部新規)  ～ 県内企業のインドでのビジネス機会の拡大を図るため，インドへ訪問団を派遣するとともに，現地での商談会等を実施 ○ 海外販路拡大推進事業 ３０百万円 (新規)  ～ 県内の農水産品・加工食品等の海外での販路拡大を図るため，香港及びマレーシアにおいて，物産展，プロモーションイベント等を実施 ○ グローバル人材育成確保促進事業［再掲］ ２８百万円 (一部新規) ～ 県内企業によるアジアを中心とした新興国への事業展開を促進するため，県内企業が海外展開する際にキーパーソンとなる人材の確保を，長期・短期の両面から支援  ・ 産学官が連携し，海外から優秀な留学生の受入・人材育成を行い，県内企業への就職を支援  ・ 人材紹介会社等を利用した，県内中小企業等による県外の即戦力人材の確保を支援  
■■■■    アジアアジアアジアアジアとのとのとのとの交通交通交通交通・・・・物流機能物流機能物流機能物流機能のののの拡充拡充拡充拡充・・・・強化強化強化強化（（（（１１１１億億億億４７４７４７４７百万円百万円百万円百万円））））    ○ 航空ネットワーク拡充事業［再掲］ ７９百万円 (一部新規)    ～ 航空旅客のシェア拡大を図るため，広島空港の航空ネットワークの拡充と利用を促進 ・ インバウンド向けダイヤの増便に向けたチャーター便を支援 ・ 広島空港発着のデイリー運航の国際定期路線について増便した場合の支援 など ○ 広島空港リムジンバス利便性向上対策事業［再掲］ １１百万円 ( ○22 0 ○23 30 ) ～ 広島空港リムジンバスのネットワーク拡充に向けて，現行路線とは別に新規路線を実験運行するバス会社に対して，運行経費と運賃収入の差額を助成 ○ ポートセールス強化事業 ７百万円 (一部新規)    ～ 県内港湾の取扱貨物量の増加やコンテナ航路ネットワークの拡充に向けた官民連携型のポートセールス活動を展開 ○ 航行環境改善調査検討事業 ５０百万円 (新規)    ～ 国際バルク戦略港湾に選定された福山港において，航行諸規制の緩和などによる航行環境改善に向けた調査及び検討  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（２６２６２６２６億億億億４９４９４９４９百万円百万円百万円百万円））））    ○ 広島空港の運営に関する調査検討事業 ８百万円 (新規)    ～ 全国の国管理空港について，航空系事業と非航空系事業の経営を一体化し，民営化を推進する方向性が国から示されたことを受け，県において広島空港の適切な運営体制を検討し，国へ提案 ○ 広島港整備事業 １,５５４百万円 ( ○22 3,737 ○23 2,278 ) ～ 国際物流・国際交流拠点を担う中核国際港湾として，必要な港湾施設等を整備 ○ 福山港整備事業 １,０８７百万円 ( ○22 1,884 ○23 751 ) ～ 重要港湾福山港の物流機能強化等を図るものとして，必要な港湾施設等を整備   
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【重点施策】イノベーション力の徹底強化 （３９億８８百万円） 

■■■■    イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション人材人材人材人材のののの育成育成育成育成・・・・確保確保確保確保（（（（１１１１億億億億５８５８５８５８百万円百万円百万円百万円））））    債務[７５百万円]   ○ イノベーション人材等育成事業[再掲] １０２百万円 (一部新規)    ～ 本県のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業が社員を研修等に派遣する費用の助成や，個人が専門職大学院の課程等での修学に要する費用の貸付 ○ 技能人材育成・確保の促進事業[再掲] １６百万円 (一部新規)  ～ 本県ものづくり産業の持続的発展を図るため，次代を担うものづくり後継者を育成するとともに，技能尊重の社会的機運を醸成 ・ ひろしまマイスター等による工業高校生・若手技能者への技能指導 ・ 技能五輪全国大会出場選手への強化支援    ・ 小中高生にものづくりの魅力を伝える技能フェアの開催 など ○ グローバル人材育成確保促進事業［再掲］ ２８百万円 (一部新規) ～ 県内企業によるアジアを中心とした新興国への事業展開を促進するため，県内企業が海外展開する際にキーパーソンとなる人材の確保を，長期・短期の両面から支援  ・ 産学官が連携し，海外から優秀な留学生の受入・人材育成を行い，県内企業への就職を支援  ・ 人材紹介会社等を利用した，県内中小企業等による県外の即戦力人材の確保を支援 ○ ひろしま企業オンキャンパス・リクルーティング事業［再掲］１２百万円 (一部新規)  ～ 県内産業の次代を担う大学生等の県内企業への就職を促進するため，県内外の学生に対して県内企業の魅力を発信 ・ 県内理工系大学等での企業講座とインターンシップ，県内企業の紹介等を行う企業講座の実施  ・ 関西での合同企業説明会，関東・関西の大学と県内企業との交流会，保護者等対象セミナーの実施  
■■■■    研究研究研究研究・・・・技術開発技術開発技術開発技術開発やややや事業化事業化事業化事業化にににに向向向向けたけたけたけた環境整備環境整備環境整備環境整備（（（（１１１１億億億億６８６８６８６８百万円百万円百万円百万円））））    ○ 戦略研究プロジェクト推進事業 ８３百万円 (一部新規) ～ 県内の中堅・中小企業者や農林水産事業者の成長・発展を支援するため，県内産業のニーズを踏まえ，今後成長が見込まれる分野に関し，地域経済に大きなインパクトを与えることができる研究を推進 ○ 地域イノベーション戦略推進会議（仮称）運営事業 １百万円 (新規) ～ 「イノベーション立県」の実現に向けた目指すべき姿を共有し，その実現に向けた施策・方策などを協議するため，産業界・大学・金融機関・行政のトップによる会議を設置 ○ 中小企業イノベーション促進支援事業 ５６百万円 (新規) ～ 新事業展開などに取り組む県内企業の成長を促進するため，企業の経営課題の解決に向けて，専門家等で構成するチームによる集中支援を実施 ○ 知財活用ビジネス総合支援事業 ２８百万円 ( ○22 21 ○23 29 ) ～ 県内中小企業の競争力を強化するため，知的財産に関するワンストップ窓口を運営し，中小企業の知財を活用した事業展開を支援  
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■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（３３３３６６６６億億億億６６６６２２２２百万円百万円百万円百万円））））    ○ 企業立地促進対策事業 ３,６６２百万円 ( ○22 2,719 ○23 2,140 ) ～ 雇用機会・税収の確保と，県営産業団地の早期分譲及び県内立地企業の流出防止を図るため，企業立地促進助成制度等による，新規企業誘致や県内立地企業の設備投資を促進 ○ 預託制度運用費 融資枠[５９,０００百万円] ( ○22 77,900 ○23 71,000 ) ～ 中小企業者の設備投資等に必要な資金調達の円滑化を図るため，預託融資制度の運用による長期・低利の資金を供給  
【重点施策】自立に向けた農林水産業のイノベーション （３０億２１百万円） 

■■■■    経営力経営力経営力経営力のあるのあるのあるのある担担担担いいいい手手手手のののの育成育成育成育成（（（（７７７７億億億億９５９５９５９５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 農業人材総合育成事業 ２１６百万円 (新規)     ～ 農業法人等が就農希望者を雇用し経営を発展させるため，人材の確保から就農後の研修までの総合的な支援を実施 ・ 就農希望者に対する個別就農相談，就農実践研修及び農業未経験者に対する農業インターンシップ ・ 農業の基礎的な知識習得と実務研修 ・ 農業法人の部門別マネージャーを担う人材を対象にした実務研修 など ○ 農業ビジネス経営力向上事業 ２１百万円 (一部新規)     ～ 本県農業を支える経営力の高い担い手を育成するため，農業経営者等が経営スキルを習得するための研修を実施 ・ 経営者意識の醸成（経営理念・哲学，経営戦略等），経営管理能力の向上（マーケティング，財務，労務管理，生産管理等），演習・現地研修などによるゼミ講座（６０人程度） ・ 経営戦略の具体的な改善策等の実践研修によるゼミ講座（２０人程度） ○ 担い手経営強化モデル事業 ８９百万円 (一部新規)    ～ 地域の核となる経営力の高い担い手を育成   ・ 経営発展型集落法人モデル（販売額８０百万円以上）の確立に向けた機械・施設等の整備や，販売力強化の取組等への支援 ・ 経営発展移行型集落法人（販売額４０百万円以上）の確立に向けた高収益品目の導入にかかる機械・施設等の整備や，販売力強化の取組等への支援 ○ 農地集積加速化支援事業 １４９百万円 (新規)    ～ 地域の核となる経営力の高い担い手を定め，農地集積に協力する農地提供者に対し，農地集積協力金を交付   ○ 新規就農者育成交付金事業 ２２０百万円 (新規)    ～ 本県の農業を支える人材を確保するため，就農前の研修生に対し，研修期間中の所得を支援するとともに，地域の中心となる経営体等に対し，就農直後の不安定な所得を支援する給付金を交付 ○ 集落法人設立加速化支援事業 ５０百万円 ( ○22 202 ○23 70 ) ～ 将来にわたって地域農業を担うことのできる集落法人の設立を加速させるため，集落法人設立時の初期負担を軽減 
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○ 農業参入企業支援事業 ５０百万円 ( ○22 55 ○23 60 ) ～ 農業への企業参入を促進するため，新規参入や規模拡大に必要な機械・施設等の整備を支援  
■■■■    「「「「売売売売れるものをれるものをれるものをれるものを作作作作るるるる」」」」生産体制生産体制生産体制生産体制のののの確立確立確立確立（（（（１３１３１３１３億億億億７７７７百万円百万円百万円百万円））））    ○ 重点品目産地拡大推進事業 １０３百万円 (新規)    ～ 重点品目の産地拡大を推進するため，生産者や出荷団体が連携して行う規模拡大に対する取組を支援 ・ ４定（定時，定量，定品質，定価格）の供給体制に対応するために必要な機械・施設の整備や，販売力強化の取組等への支援 ・ 実需者とのマッチングによる供給が構築されつつあるキャベツの契約取引を拡大するため，新たに栽培する生産者等に対し，売上実績が著しく目標を下回った場合の再生産費用の一部を助成 ○ 広島レモンのブランド化によるかんきつ産地育成事業 ３９百万円 (新規)    ～ 収益性が高いレモンを核とした経営力の高い担い手を育成するとともに，全国に先駆けた広島レモンのブランド化への取組を支援 ○ 森林整備加速化・林業再生基金事業 ※基金積立を除く実質事業費 １,１５６百万円 ( ○22 913 ○23 1,194 ) ～ 間伐等の森林整備の加速化と，間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業再生に向けた取組を支援 ・ 間伐，路網整備，森林境界の明確化，高性能林業機械等の導入に対する支援 ・ 木材加工・流通施設整備等に対する支援 など ○ 広島牛受精卵移植普及定着推進事業 ９百万円 (新規)    ～ 広島牛生産基盤を強化・拡大するため，広島牛受精卵移植技術の普及・定着を推進 ・ 民間への受精卵移植の推進及び現地採卵技術等の民間移転の実施 ・ 生産者に対し，登記可能（血統証明付き）な体外受精卵の供給 など  
■■■■    戦略的戦略的戦略的戦略的なななな販売販売販売販売・・・・流通等流通等流通等流通等のののの仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの構築構築構築構築（（（（９９９９億億億億１９１９１９１９百万円百万円百万円百万円））））    ○ アグリ・マーケティング力強化事業 １９百万円 ( ○22 0 ○23 19 ) ～ 生産から販売までが一体となった持続的な農業を確立するため，実需者の的確なニーズを踏まえたトータルコーディネート体制を構築し，担い手（生産者）のマーケティング力を強化 ○ 農水産物海外販路拡大事業 ５百万円 (一部新規)     ～ アジア諸国等をターゲットとして，広島県産農水産物等の輸出拡大等にチャレンジする法人や生産者団体の取組を支援 ・ 輸出有望商品の選定や海外バイヤー等とのネットワークの構築に向けた取組 ・ マッチング機会の創出を図るためのバイヤー招聘や現地での商談会 など ○ 広島かき生産出荷体制強化事業 ３０百万円 (一部新規)    ～ 市場ニーズに対応した出荷体制を構築するため，広島かきの生産・出荷体制の強化を図る取組を支援するとともに，東日本大震災により甚大な被害を被った宮城県のかき生産者に対する復興を支援   ・ 広島かきの生産力回復に必要な底質改善や，成長を促進する生産改善筏の導入   ・ 全国のかき市場維持に向け，宮城県と連携したかき消費拡大キャンペーン など  
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○ ひろしまの森づくり事業 ８６５百万円 ( ○22 852 ○23 844 ） ～ 県民全体が享受している県土の保全や水源のかん養など森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため，県民全体で森林を守り育てる事業を実施 ・ 放置された森林のうち，緊急的な対応を必要とする森林の整備 ・ 県民参加による多様な森づくりの推進 ・ 県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成 など  
その他の主要事業 （１０４億８５百万円） ○ 総合特区推進費 ４６百万円 (新規)    ～ Ｈ２３年１２月に国の指定を受けた「環境観光モデル都市づくり推進特区」，「尾道地域医療連携推進特区」に掲げる事業の早期効果発現を図るため，事業費の一部を支援するとともに，総合特区事業の評価分析等を実施 ○ 東広島市寺家地区土地造成事業（企業会計） ７８５百万円 (新規)    ～ 活力のある産業の創出や未利用県有地の有効活用を図るため，東広島市寺家地区において県と東広島市との共同事業により，新たに産業団地を造成・整備 ○ 民間荷役機械整備無利子貸付金 ９１百万円 (新規)    ～ 県内企業の物流コスト削減による国際競争力の強化を図るため，広島港出島地区において共同の荷役機械を整備する港湾運営会社に国の無利子貸付制度により支援 ○ 広島県・ハワイ州友好提携１５周年記念事業 １０百万円 (新規)    ～ 広島県とハワイ州の友好提携１５周年を記念して，記念式典等を行うとともに，今後の両県州の一層の交流促進を図るため，友好提携校等を通じた青少年交流，経済交流など新たな分野での交流拡大につながる行事を広島及びハワイにおいて実施 ○ 自動車関連産業クラスター支援事業 ８０百万円 ( ○22 109 ○23 89 ) ～ 本県の基幹産業である自動車関連産業の競争力を維持するため，次世代自動車に対応した技術，製品の研究開発を支援  ・ 「カーエレクトロニクス推進センター」の運営を支援  ・ 電動化・知能化・軽量化分野における，自動車メーカーのニーズに合致した研究開発プロジェクトへの助成  ・ 自動車の分解・分析事業に対する助成 など ○ ものづくり産業高度化推進事業 １３百万円 (一部新規)  ～ 県内ものづくり産業の高度化を推進するため，感性工学を応用した特色ある製品開発やＬＥＤの特性を活かした新たな用途の開拓など，地域の優れた技術を生かした取組を支援 ○ 全国菓子大博覧会･広島開催支援事業 ４０百万円 ( ○22 0 ○23 10 ) ～ 菓子産業の振興や観光客の増加を図るため，平成２５年度に開催される「全国菓子大博覧会・広島」を支援 債務[９,２９４百万円] ( ○22 12,010 ○23 10,549 ) ○ 広島高速道路公社出資金・貸付金 １,３００百万円 ( ○22 3,700 ○23 1,825 ) ～ 広島市と共同で設立した広島高速道路公社が施行する指定都市高速道路整備事業（広島高速道路）に係る県負担分の出資等 
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○ 本州四国連絡橋建設関連費 １,２４３百万円 ( ○22 5,298 ○23 5,298 ) ～ 本州四国連絡道路の通行料金の安定等のため，独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に対して，国及び関係９府県市とともに出資 ○ 中国横断自動車道尾道松江線 ６,８７７百万円 ( ○22 5,078 ○23 5,375 ) ～ 国が施行する中国横断自動車道尾道松江線整備事業に係る県負担金  
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        「「「「「「「「安安安安安安安安心心心心心心心心なななななななな暮暮暮暮暮暮暮暮ららららららららししししししししづづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へへへへのののの挑戦挑戦挑戦挑戦                                    【【【【２８２２８２２８２２８２億億億億３３３３７７７７百万円百万円百万円百万円】】】】    

 

 

 

【重点施策】 地域医療体制の確保 （６０億４３百万円） 

■■■■    医療資源医療資源医療資源医療資源のののの効果的効果的効果的効果的なななな活用活用活用活用（（（（５７５７５７５７億億億億３８３８３８３８百万円百万円百万円百万円））））     債務[２４５百万円]    ○ 地域医療体制確保事業 ３,３４３百万円 (一部新規)    ～ 「新地域医療再生計画」等に基づき，予防から急性期，回復期，慢性期まで，切れ目のない医療提供体制を支える各種事業や，医療連携を促進する全県的な医療情報ネットワークの基盤整備等を着実に推進  （医療連携情報ネットワークの整備） １３２百万円 (新規)    ・ 県全域における医療施設間の情報共有等を可能とする医療連携情報ネットワークの整備促進  （救急医療体制の整備） １,４６８百万円 (一部新規)    ・ 三次・庄原地区の休日(夜間)急患センター，小児救急専門病床(ＰＩＣＵ)の整備促進 ・ 救命救急センター等における致死性の高い疾患（脳卒中・心筋梗塞等）等への対応強化 ・ ドクターヘリ専用機のＨ２５年度導入に向けたヘリ格納庫の整備 など  （感染症・疾病管理センター(仮称)の整備） １３６百万円 (新規)    ・ 感染症・疾病管理センター(仮称)(広島版CDC)の整備及び感染症指定医療機関の整備  （回復期・慢性期におけるチーム医療体制の強化） ８７百万円 (新規)    ・ 広島大学病院心不全センターを中心とした地域連携サポート体制の整備促進 など  （医療資源の有効活用の推進等） ８３１百万円 (一部新規)     ・ 広島大学の大学院生等による中山間地域の病院等への診療支援体制の構築  ・ 医療資源の最適な配置や医療機能のあるべき姿の検討   ・ へき地医療拠点病院における移動診療車の整備促進    ・ 医師確保対策，看護職員の離職防止・再就業促進，助産師確保の強化 など  （災害発生時における医療提供体制の確保） ６８９百万円 (新規)    ・ 医療施設の耐震化等の整備促進，災害拠点病院のライフライン機能充実等の支援 ・ 災害時等の迅速な医療救護体制を確保するための体制整備 など ○ 認知症に係る医療・介護の連携強化事業 ４３百万円 (一部新規)    ～ 高齢化の進展に伴い増加が見込まれている認知症高齢者に対応するため，認知症医療提供体制の整備や医療・介護の連携体制及び地域支援体制を構築   

○ 地域医療体制の確保 

○ 再生可能エネルギーの導入促進 

○ 防災対策の拡充・強化 
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○ 地域ケア推進事業 ８５百万円 (一部新規)    ～ 地域包括ケアの推進を図るため，地域包括ケア推進センター（仮称）の設置・運営や福祉・介護人材の確保・育成等の環境整備等 ○ 産科・救急医確保支援事業 ２３０百万円 ( ○22 267 ○23 248 ) ～ 過酷な勤務環境にある産科や救急勤務医等の処遇改善を図るため，医療機関が支給する手当の一部を助成 ○ 東部地域療育体制整備事業 ６４９百万円 ( ○22 0 ○23 24 ) ～ 県東部の重度心身障害児（者）の施設入所ニーズや発達障害児（者）に対する支援ニーズに対応するため，県立福山若草園の施設整備に向けた実施設計及び用地取得 ○ 県立障害者リハビリテーションセンター整備事業 １,２９１百万円 ( ○22 27 ○23 296 ) ～ 県立障害者リハビリテーションセンターについて，高度な障害者医療を担う中核拠点病院機能，高次脳機能障害や脊髄損傷など新たな医療ニーズに対応する機能を強化するため，その根幹施設である医療センターの施設整備を実施 ［整備概要］Ｈ２３年度～Ｈ２６年度（全５期工事）総工事費：４３億円（予定） ・ 手術室の拡張（３室 ⇒ ５室），病床の増床（１２０床 ⇒ １６０床） ・ 高次脳機能センターの再編，耐震補強 など ○ 地域総合整備資金貸付事業 ８４百万円 ( ○22 0 ○23 700 ) ～ 地域医療体制の確保・強化を図るため，救急医療や災害医療等の政策医療部門の機能を強化する者に対して，地域総合整備資金の貸付を実施 ○ 総合特区推進費（尾道地域医療連携推進特区）[再掲] １３百万円 (新規)    ～ ICT（情報通信技術）を活用した発展的な地域医療・介護連携による在宅医療の充実・強化を図るため，「尾道地域医療連携推進特区」に掲げる事業のうち，遠隔服薬指導のためのシステムの導入などを支援  
■■■■    「「「「がんがんがんがん対策日本一対策日本一対策日本一対策日本一」」」」のののの推進推進推進推進（（（（３３３３億億億億５５５５百万円百万円百万円百万円））））     債務[３,２１５百万円]     ○ 「がん対策日本一」推進事業 １９３百万円 (一部新規)    ～ 「がん対策日本一」の実現に向け，がん検診，がん予防，がん医療等の総合的な取組を強化  （がん検診受診率向上対策） ８０百万円 (一部新規)    ・ メディアとの連携等により，がん検診の必要性についての統一したメッセージを効果的に発信 ・ 市町が実施するがん検診受診勧奨に対する総合支援や，企業経営者に対する働きかけによる企業内のがん検診受診勧奨の強化 など  （がん予防対策） １０百万円 (一部新規)    ・ 禁煙・受動喫煙防止に関する普及啓発，企業での禁煙教室等の実施 ・ 市町の保健師・企業の健康管理担当者等を「肝疾患コーディネーター」として養成  （がん医療体制の強化等） １０３百万円 (一部新規)    ・ 身近なかかりつけ医や薬剤師を「がんサポートドクター・薬剤師（仮称）」として養成   ・ 先端的ながん医療を行う「高精度放射線治療センター(仮称)」の整備に向けた実施設計等   ・ 広島大学に寄附講座を創設し，がん医療における放射線治療を担うスタッフの育成等の推進   ・ 情報ネットワークを活用した遠隔診断のシステムの構築を検討 など  
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○ がん診療連携拠点病院機能強化事業 １１２百万円 ( ○22 112 ○23 112 ) ～ 専門的ながん医療の提供やがん患者等に対する相談支援などを行う「がん診療連携拠点病院」（国指定）の運営を支援  
【重点施策】 再生可能エネルギーの導入促進 （２億３４百万円） 

■■■■    太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電などのなどのなどのなどの導入促進導入促進導入促進導入促進（（（（２２２２億億億億２４２４２４２４百万円百万円百万円百万円））））    ○ 住宅用太陽光発電等普及促進事業 １０百万円 (新規)    ～ 「県民参加型の基金」の仕組みを活用した住宅用太陽光発電の普及促進を早期に実現するため，事業の実施可能性に係る調査を実施するとともに，他の再生可能エネルギーについて，本県の地域特性を生かした普及促進策を検討 ○ 総合特区推進費（環境観光モデル都市づくり推進特区）[再掲] １４百万円 (新規)    ～ 太陽光発電を中心とした新たなエネルギー供給の仕組みづくりを行うため，「環境観光モデル都市づくり推進特区」に掲げる事業のうち，太陽光発電の導入や電力の移動媒体としての電気自動車などの導入を支援 ○ 安浦産業団地メガソーラー発電環境整備事業（企業会計） ２００百万円 (新規)    ～ 安浦産業団地において，メガソーラー発電事業用地として活用できるよう必要なインフラ整備を実施  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（１０１０１０１０百万円百万円百万円百万円））））    ○ 流域下水道汚泥燃料化事業 １０百万円 (新規)    ～ 流域下水道における再生可能エネルギーの利用に向けて，汚泥燃料化について調査及び検討を実施  
【重点施策】 防災対策の拡充・強化 （１６億８６百万円） 

■■■■    地震被害想定地震被害想定地震被害想定地震被害想定のののの見直見直見直見直しししし（（（（１１１１億億億億２３２３２３２３百万円百万円百万円百万円））））    ○ 地震被害想定等調査事業 ８３百万円 (新規)    ～ 想定を超えた規模の災害への対応が可能な防災体制へ再構築するため，東日本大震災を踏まえた国の最新の科学的知見に基づき，本県の地震被害想定等の見直しを実施 ○ 地震・津波対策等調査事業 ４０百万円 (新規)    ～ 東日本大震災を踏まえ，広島県緊急輸送道路ネットワーク計画の見直しや，国の方針に沿って，海岸施設設計要領及び広島沿岸海岸保全基本計画を改訂  
■■■■    想定想定想定想定をををを超超超超えるえるえるえる災害災害災害災害へのへのへのへの対応対応対応対応のののの強化強化強化強化（（（（２２２２億億億億１８１８１８１８百万円百万円百万円百万円））））    ○ 自主防災組織育成強化事業 １３百万円 (一部新規)    ～ 自主防災組織に対し，ひろしま防災リーダー等で編成するプロフェッショナルチームを派遣し，実践的な指導・助言を行うことにより，組織の活性化を促進 
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○ 実践的訓練施設等整備事業 １２百万円 (新規)    ～ あらゆる災害現場で，安全かつ適切に対処できる消防職員・消防団員を育成するため，消防学校に大規模災害及び実災害に近い状況で消火訓練・救助訓練ができる施設を整備 ○ 防災拠点等機能強化事業 １３３百万円 (一部新規)    ～ あらゆる災害時において，災害対策本部の機能を確保するため，必要となる対策を実施   （庁舎の耐震化，非常用電源の整備，衛星携帯電話の整備など） ○ 防災航空センター消防無線整備事業 ５６百万円 (新規)    ～ 大規模かつ広域的な災害の発生に備え，航空隊指揮本部の統制のもと，他県・市ヘリが円滑に活動できる体制を構築するため，防災航空センターに新たに消防無線を整備 ○ 防災意識醸成事業 ４百万円 (一部新規)    ～ 日常から災害に備え，自ら身を守る「自助」の意識を高めるため，メルマガ等を活用した継続的な防災情報の発信や家族を対象とした普及啓発を実施  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（１３１３１３１３億億億億４５４５４５４５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 県立障害者療育支援センター（松陽寮）耐震等改修事業 ４４百万円 (新規)    ～ 災害発生時等における施設利用者の安全・安心を確保するため，耐震整備等に係る実施設計を実施 ○ 県立広島学園耐震整備事業 １４百万円 (新規)    ～ 災害発生時等における入所児童の安全・安心を確保するため，耐震整備等に係る基本設計を実施 ○ 内部被曝線量検査事業 １百万円 (新規)    ～ 福島県からの本県への避難者が内部被曝線量検査を受ける際の検査料金を負担 ○ 東日本大震災被災者住生活支援事業 ６８百万円 (新規)    ～ 東日本大震災の被災者の住生活を支援するため，被災３県からの依頼に応じ，民間賃貸住宅の借り上げを実施 ○ 建設業新分野進出支援事業 ６６百万円 ( ○22 0 ○23 66 ) ～ 道路・河川等の災害対応や維持管理を担う建設業者を確保するため，建設業者の経営革新の取組（調査研究開発，販路開拓，設備投資）を支援 ・ 対象者：土木一式工事の県入札参加資格者である，従業員数５人以上であるなどの要件を満たす県内建設業者 ・ 補助率：承認された経営革新計画の調査研究開発等に要する経費の１/２以内 ○ 砂防情報アーカイブ整備事業 ２百万円 (新規)    ～ 土砂災害の防止に資する地域・固有の各種情報を収集・記録・共有する「地域の砂防情報アーカイブ」をインターネット上に設置し運用 （モデル地域にて試行運用中の「地域の砂防情報アーカイブ」の対象地域を県下全域に拡大） ○ 防災拠点関連施設整備事業(都市公園) ５百万円 (新規)    ～ 救援物資輸送拠点として地域防災計画に位置付けられている「びんご運動公園」及び「みよし公園」において，輸送車両の円滑な通行，非常用インフラ（上水，下水，電気）等の機能を確保   
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○ 県営水道送水ルート強化整備事業（企業会計） １,１３３百万円 ( ○22 712 ○23 1,086 ) ～ 災害・事故等に強い供給体制を構築するため，「広島県営水道の送水のあり方基本計画」に基づき，緊急時連絡管等を整備 ○ 放置艇対策事業 １２百万円 ( ○22 7 ○23 19 ) ～ 広島湾地域，福山港地域等の公有水面に係留されているプレジャーボート等の放置艇に対する規制強化を図り，災害時の放置艇流出被害の防止及び公有水面利用の適正化を促進 
 

その他の主要事業 （２０２億７４百万円） ○ 次世代自動車の導入促進 １８百万円 (新規)    ～ 県内における電気自動車等の普及や充電環境の整備を促進 ・ 県庁舎敷地内に県民が利用する電気自動車用急速充電器を整備 ・ 公用車に次世代自動車（電気自動車，クリーンディーゼル乗用車）を導入 ○ 自動車税の軽減 (新規)    ～ 地球温暖化問題への取組の一環として，次世代自動車の普及を促進するため，環境性能の優れた「クリーンディーゼル乗用車」の自動車税を県独自に軽減 ・ 軽減対象：平成２４～２５年度の新車登録分 ・ 軽 減 率：新車登録の翌年度分に係る自動車税を５０％軽減 ○ 総合行政通信網（地上系）整備事業（再編） １,２５９百万円 ( ○22 0 ○23 839 ) ～ 災害時の情報の迅速かつ的確な収集・伝達体制を確保するため，平成５年に整備した無線設備について伝送容量を増加し，画像伝送機能を追加した設備に更新 ○ 鉄道駅バリアフリー化施設整備補助事業 ４３百万円 (新規)    ～ 鉄道駅を結節点とした移動の円滑化を促進するため，ＪＲ西日本が行う竹原駅のバリアフリー化に要する地元負担に対して，一定の割合を補助 ○ 公共関与による廃棄物処分場整備事業 １３４百万円 ( ○22 224 ○23 243 ) ～ 産業廃棄物の適正な処理を図るため，出島地区に建設している廃棄物処分場の場内整備・周辺環境調査等を実施 ○ 小型家電リサイクル推進事業 １１百万円 (一部新規)    ～ 使用済小型家電のリサイクルを推進するため，使用済小型家電リサイクルの実験実証を行うとともに，産学官による「小型家電リサイクル推進会議」を開催 ○ エコ活動ステップアップ事業 ９百万円 ( ○22 0 ○23 10 ) ～ 学校，家庭，事業者等による二酸化炭素排出量削減のため，省エネ活動の理解及び実践行動の拡大を促進 ・ 学校における電力監視装置（省エネナビ）を活用した環境学習の取組を支援し，家庭，地域，他の学校での取組を促進 ・ 「ひろしま環境の日」に賛同した事業者，学校，ＮＰＯ等でのエコ活動を実践する取組を拡大 ○ 産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業 ２０１百万円 ( ○22 401 ○23 401 ) ～ 資源循環システムの構築を図るため，廃棄物の排出抑制・リサイクル等の効果が大きいと認められる施設整備を支援  
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○ 生物多様性保全推進事業 ６百万円 ( ○22 5 ○23 6 ) ～ 生物多様性の保全を図るため，生物多様性地域戦略の策定について検討するとともに，特定外来生物の生息域の拡大防止を実施 ○ 消費者行政活性化事業 １３０百万円 ( ○22 231 ○23 133 ) ～ 消費者被害の防止と救済，自主的・合理的な行動ができる消費者づくりを推進するため，相談窓口の機能強化，事業者指導の強化，消費者への啓発等を実施 ○ 福祉医療費公費負担事業 ６,９５８百万円 ( ○22 6,380 ○23 6,634 ) ～ 県民の健康の保持及び生活の安定を図るため，乳幼児医療費，ひとり親家庭等医療費及び重度心身障害児（者）医療費を負担する市町に対し助成 ○ 「あいサポートプロジェクト」実施事業 ２９百万円 (新規)    ～ 障害者の地域生活の充実や就労を確保するため，福祉・企業・地域等の結び付きを強めるフォーラムの開催，企業への出前講座などを実施 ○ 後期高齢者医療財政安定化基金事業 ３,５３０百万円 ( ○22 2,618 ○23 931 )  ～ 後期高齢者医療財政安定化基金を積み立て，保険料の増加を抑制することを目的に，後期高齢者広域連合に対し交付金を交付 ○ 障害者虐待防止・権利擁護推進事業 ６百万円 (新規)    ～ 障害者虐待の防止，養護者に対する支援等を実施するため，障害者権利擁護センターを設置するとともに，虐待防止に係る研修等を実施 ○ 自殺予防対策推進事業 ９１百万円 ( ○22 78 ○23 124 )  ～ 広島県自殺対策推進計画の施策体系に沿って，地域の実情を踏まえた相談体制の整備，早期対応のための人材養成及び普及啓発などを実施するとともに，自殺対策に取り組む市町を支援 ○ 法人等指導監査強化事業 １１百万円 (一部新規)    ～ 社会福祉施設及び社会福祉事業の適正な運営及び執行を図るため，社会福祉法人等に対する指導監査を実施するとともに，新たに労務・給与関係の確認を外部に委託して実施 ○ 妊婦健康診査支援事業 ６３９百万円 ( ○22 693 ○23 698 ) ～ 妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減のため，妊婦健康診査支援基金を活用し，妊婦健康診査の公費助成を実施する市町を支援 ○ 子宮頸がん等ワクチン接種助成事業 １,０１６百万円 ( ○22 0 ○23 1,698 ) ～ 子宮頸がんや細菌性髄膜炎等の予防を図るため，子宮頸がん，ヘモフィルス・インフルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）等のワクチン接種に対し，公費助成を実施する市町を支援 ○ きめ細かな子育て相談機能強化事業[再掲] ２０４百万円 ( ○22 270 ○23 591 ) ～ 子育てに対する不安や孤立感等を軽減するため，民間保育所に子育て支援補助員を配置し，相談支援機能等を強化 ○ 被虐待児サポートスタッフ配置事業[再掲] ３２百万円 ( ○22 0 ○23 35 ) ～ 児童虐待の初期対応や，一時保護所入所児童への支援体制を強化するため，スタッフを配置 ○ 児童家庭支援センター運営費[再掲] １３百万円 ( ○22 0 ○23 13 ) ～ 子どもに対する相談・支援体制を強化するため，市町では対応が難しい家庭等からの子どもに関する相談や，専門的な知識・技術を必要とする事案について，技術的助言・援助を行う児童家庭支援センターの運営を支援 
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○ 配偶者からの暴力被害者対策強化事業 ８百万円 ( ○22 85 ○23 0 ) ～ 配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者の自立支援対策の充実・強化を図るため，民間団体が実施する保護・支援活動を支援 ○ パーキング・パーミット制度運営事業 ４百万円 ( ○22 6 ○23 0 ) ～ 身体の障害等で歩行が困難な人が駐車場を快適に利用できるようにするため，公共施設等の専用駐車場区画の確保や利用（者）証の交付などを実施 ○ 介護福祉士養成・確保事業[再掲] ８１百万円 ( ○22 110 ○23 219 ) ～ 介護分野の人材を育成するため，介護業務に従事しながらの資格取得を支援 ○ 介護職員処遇改善交付金事業 ６８７百万円 ( ○22 4,319 ○23 4,108 ) ～ 介護職員の処遇改善に取り組む事業者に，事業形態に応じて交付金を交付 ○ 介護基盤緊急整備等事業 １,９２４百万円 ( ○22 2,295 ○23 3,507 ) ～ 介護施設整備等の促進を図り，介護施設入所者の安全・安心を確保するため，小規模介護施設の整備及び既存施設へのスプリンクラーの設置に要する経費を助成 ○ 介護施設開設準備等事業 ４３２百万円 ( ○22 637 ○23 854 ) ～ 介護施設が開設時に安定した質の高いサービスを提供できるよう，開設準備に要する経費を助成 ○ 子育て・高齢者等あんしん住宅リフォーム普及支援事業[再掲] １６百万円 ( ○22 0 ○23 30 ) ～ 県民が安全・安心で快適な生活が営めるよう居住環境の質の向上を目的として，県内市町における住宅リフォーム助成制度（子育て，高齢者，障害者等に資するもの）の創設を支援 ○ 初動捜査機能高度化事業 １３百万円 (新規)    ～ 迅速かつ効率的な初動捜査を実施するため，自動車利用犯罪の追跡に有効なシステムを整備 ○ ＷＥＢ公開型犯罪情報システム整備事業 ３百万円 ( ○22 0 ○23 12 ) ～ 県民の自主防犯行動を促進するため，詳細な犯罪発生マップを提供するシステムを運用し，県民の身近な場所の犯罪発生状況について，インターネットなどを活用して，タイムリーかつ正確な情報を提供 ○ （仮称）佐伯警察署整備事業 ７７６百万円 ( ○22 16 ○23 129 ) ～ 広島市佐伯区に新設を予定している（仮称）佐伯警察署の庁舎建設工事等を実施 ○ 交番・駐在所整備事業 ８１百万円 ( ○22 22 ○23 50 ) ～ 老朽化の著しい駐在所の建替整備を実施 ○ 非行少年グループ等の立直り支援事業 ３百万円 (新規)    ～ 少年の非行防止と健全育成を促進するため，非行少年の居場所づくりの拠点施設となる少年サポートルームを開設 ○ スクールサポーター活用事業 １８百万円 ( ○22 12 ○23 12 ) ～ 生徒指導上問題を有する学校現場からの要請に基づき，少年非行防止に関する知識・技能を有するスクールサポーター（嘱託員）を派遣し，学校関係者等と連携した少年非行防止活動等を実施 ○ 交通安全施設整備費 １,８６４百万円 ( ○22 1,941 ○23 1,886 ) ～ 安全かつ快適な交通環境を確保し，交通の円滑化及び交通事故防止のため，信号機等の交通安全施設を整備 ○ 「公民共同企業体」設立事業（企業会計） ２４百万円 (新規)    ～ 県及び市町の持続可能な水道事業の実現を目指し，技術の継承を図って維持管理や運転管理を専門的に行う，県と民間による「公民共同企業体」を設立 
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        「「「「「「「「豊豊豊豊豊豊豊豊かかかかかかかかなななななななな地地地地地地地地域域域域域域域域づづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦                                                    【【【【８２８２８２８２億億億億１６１６１６１６百万円百万円百万円百万円】】】】    

 

 

 

 

【重点施策】 内外の人々 を惹きつける魅力ある地域環境の創出 （４８億５５百万円） 

■■■■    内外内外内外内外からからからからクリエイティブクリエイティブクリエイティブクリエイティブなななな人材人材人材人材がががが集集集集うううう地域地域地域地域のののの活力強化活力強化活力強化活力強化（（（（３３３３３３３３百万円百万円百万円百万円））））    ○ 都市の魅力創造戦略検討事業 ２６百万円 (新規)    ～ イノベーションにつながる多様な人材の集積促進に向け，魅力と活力ある地域環境を創出するため，広島都市圏の活性化策の調査・検討を実施するとともに，その具体化に向けた先導的な取組として，広島西飛行場跡地の利活用策や平和記念公園周辺地区の活性化策を検討 ○ 公共交通ネットワーク情報提供・移動活発化推進事業 ７百万円 (新規)    ～ 都市内，県内外から都市に向けての移動の活発化を図るため，各種交通事業者が連携し，多様な公共交通情報の総合的な提供や，乗換改善の取組を促進  
■■■■    活力活力活力活力をををを生生生生みみみみ出出出出すすすす中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの未来創造未来創造未来創造未来創造（（（（４０４０４０４０億億億億６５６５６５６５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 過疎地域の未来創造支援事業 ２３８百万円 ( ○22 10 ○23 66 ) ～ 魅力ある中山間地域の形成に向け，産業対策を基本とした総合的な取組を行う全域過疎市町を支援    ［支援対象］全域過疎９市町（総事業費：４８５百万円） ○ 過疎地域の生活支援モデル事業 １３百万円 (新規)    ～ 過疎地域の日常生活を支える機能の確保に資するため，過疎地域の住民自治組織が自ら行う，地域の生活課題の解決に向けた先導的かつ新たな取組を支援 ○ 尾道松江線周辺地域活性化促進事業 ６百万円 (新規)   ～ 中国横断自動車道尾道松江線の全線開通を見据え，沿線市町及び島根県と連携して，尾道松江線の利用促進策及び沿線市町の活性化策を検討・実施 ○ 中山間地域観光振興推進事業[再掲]  １１５百万円 (一部新規)  ～ 中山間地域への観光客誘致を促進するため，市町と観光関連団体等が一体となって行う効果的な観光振興策を支援するとともに，島根県やＮｅｘｃｏ西日本と連携したプロモーション活動等を実施 ［中山間地域観光振興計画支援事業］    Ｈ２３年度に市町等が策定した「中山間地域観光振興計画」に基づく取組に対する支援      ・対象：８計画（９市町） ［広島・島根連携事業］    雑誌・Ｗｅｂを活用したプロモーション活動や関西・九州地方等での旅行会社やマスコミ向け合同説明会 など ［Ｎｅｘｃｏ西日本連携事業］    包括協定を締結したＮｅｘｃｏ西日本と連携した周遊型旅行プランの造成 など  

○  内外の人々を惹きつける魅力ある地域環境の創出 

○ 国際平和拠点の形成 
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○ 教育旅行誘致促進事業[再掲]  １３百万円 (一部新規)  ～ 既存の観光資源と農山漁村生活体験ホームステイを組み合わせた「広島型教育旅行」として修学旅行生の誘致を促進するため，市町等による受入体制の整備などを支援 ○ ひろしま地産地消推進事業 ４百万円 (一部新規)    ～ 県内農林水産物等の消費拡大，生産者と消費者の理解・交流を図るため，農業体験交流会や食育推進と連携した普及啓発等を支援 ○ アグリ・マーケティング力強化事業[再掲]  １９百万円 ( ○22 0 ○23 19 ) ～ 生産から販売までが一体となった持続的な農業を確立するため，実需者の的確なニーズを踏まえたトータルコーディネート体制を構築し，担い手（生産者）のマーケティング力を強化 ○ 集落法人設立加速化支援事業[再掲]  ５０百万円 ( ○22 202 ○23 70 ) ～ 将来にわたって地域農業を担うことのできる集落法人の設立を加速させるため，集落法人設立時の初期負担を軽減   ○ 農業参入企業支援事業[再掲]  ５０百万円 ( ○22 55 ○23 60 ) ～ 農業への企業参入を促進するため，新規参入や規模拡大に必要な機械・施設等の整備を支援 ○ 集落で取り組む鳥獣被害対策確立事業 ３３９百万円（一部新規）    ～ 集落ぐるみで「環境改善」，「侵入防止」，「捕獲」に取り組む総合的な鳥獣被害防止対策を推進 ・  モデル集落を県内６集落に設置し，集落ぐるみの総合的な取組の有効性を実証 ・ 鳥獣被害対策指導者等の育成や捕獲技術の向上を図るための各種研修の実施 ・ 箱わなや侵入防止柵の設置による被害防止 など ○ ひろしまの森づくり事業[再掲]  ８６５百万円 ( ○22 852 ○23 844 ) ～ 県民全体が享受している県土の保全や水源のかん養など森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため，県民全体で森林を守り育てる事業を実施 ・ 放置された森林のうち，緊急的な対応を必要とする森林の整備 ・ 県民参加による多様な森づくりの推進 ・ 県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成 など ○ 中山間地域等直接支払事業 ２,２０９百万円 ( ○22 2,140 ○23 2,112 ) ～ 中山間地域における適正な農業生産活動の維持を通じ，農地の公益的機能の維持発揮を図るため，中山間地域の持つ農業生産条件の不利性を直接補正 ○ 農地・水・環境保全向上対策事業 １４４百万円 ( ○22 61 ○23 76 ) ～ 農地や水路，農村環境の適切な保全を図るため，農業者だけでない地域ぐるみの活動や，環境負荷低減に配慮した営農活動を支援  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（７７７７億億億億５７５７５７５７百万円百万円百万円百万円））））    ○ 市街地再開発事業補助金 ７５７百万円 ( ○22 324 ○23 76 ) ～ 市街地再開発事業を促進するために事業者を支援する市町に対する補助    
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【重点施策】 国際平和拠点の形成 （２億５７百万円） 

■■■■    「「「「国際平和拠点国際平和拠点国際平和拠点国際平和拠点ひろしまひろしまひろしまひろしま構想構想構想構想」」」」のののの実現実現実現実現へのへのへのへの取組取組取組取組（（（（１１１１億億億億１２１２１２１２百万円百万円百万円百万円））））    ○ 国際平和拠点ひろしま構想推進事業 ３３百万円 (新規)    ～ 国際平和拠点ひろしま構想に基づき，推進委員会を設置し，プロジェクトの推進計画の策定等を行うとともに，広島市との連携などにより，核兵器廃絶のプロセスや復興・平和構築を推進 ○ ユニタール広島事務所支援事業 ７９百万円 ( ○22 91 ○23 83 ) ～ 平和に関する拠点機能を充実するため，ユニタール（国連訓練調査研究所）広島事務所が実施する平和貢献のための人材育成などを支援  
■■■■    平和平和平和平和ののののメッセージメッセージメッセージメッセージのののの発信発信発信発信とととと平和貢献活動平和貢献活動平和貢献活動平和貢献活動のののの支援支援支援支援（（（（１１１１億億億億２０２０２０２０百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「ひろしま平和発信コンサート」推進事業 １２０百万円 (一部新規)    ～ 世界に平和のメッセージを発信し，平和貢献活動の持続的支援を目指す「ひろしま平和発信コンサート」のＨ２５年８月の開催に向け，一層の機運の醸成を図るため，プレ・イベントや県内市町と連携した県内巡回コンサート等を実施  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（２５２５２５２５百万円百万円百万円百万円））））    ○ 核戦争防止国際医師会議支援事業 ６百万円 (新規)    ～ 世界で最初の被爆地である広島県として，核兵器廃絶に向けた機運づくりに努めるため，核戦争防止国際医師会議（ＩＰＰＮＷ）が広島市で開催する世界大会に係る経費を補助 ○ 放射線被曝者医療国際協力推進事業費 １９百万円 ( ○22 12 ○23 18 ) ～ 放射線被曝者医療国際協力推進協議会（ＨＩＣＡＲＥ）が行う事業を支援  
その他の主要事業 （３１億４百万円） ○ 海の道プロジェクト推進事業[再掲] ８０百万円 (一部新規)    ～ 「瀬戸内 海の道構想」の実現に向けた，「瀬戸内プラットフォーム」の構築や「瀬戸内ブランド」の形成を促進する取組の実施 ［瀬戸内プラットフォーム構築］ 構想全体をマネジメントする「瀬戸内プラットフォーム」構築のための協議会を立ち上げ，プロモーション，プロダクト開発等の本格実施に向けた検討，計画策定等 ［瀬戸内ブランド形成］ ７つの戦略テーマに沿って発掘してきた資源等を活かした，推進主体の構築や事業拡大等による「瀬戸内ブランド」の形成促進 ○ 広島ブランドショップ運営事業[再掲] ３００百万円 (一部新規)  ～ 首都圏における広島のブランド価値向上と広島ファンの増加を図るため，東京に「広島ブランドショップ」を開設 
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○ 市町情報システム共同利用化支援事業 ５百万円 (新規)    ～ 各市町共通の事務を処理する情報システムについて，クラウドを活用した複数市町による共同利用・共同調達の取組を支援 ○ 地上デジタル放送対策事業 ３２百万円 ( ○22 74 ○23 114 ) ～ 地上デジタル放送が視聴できるよう，新たな難視地区における共聴施設の新設を支援 ○ 新たな生活航路対策事業 ３８百万円 ( ○22 0 ○23 52 ) ～ 県民の暮らしや経済活動を支える生活航路を，将来にわたって安定的に維持・確保していくため，県として支援すべき航路について，適正な運航形態に基づく経費の一部を支援 ○ 市町生活交通支援事業 １６９百万円 ( ○22 192 ○23 167 ) ～ 住民の日常生活に不可欠なバス路線等を効率的・効果的に維持・確保するため，総合的な交通体系の再編に向けた市町の取組を支援 ○ 移譲事務交付金 １,２５７百万円 ( ○22 1,319 ○23 1,323 ) ～ 県から市町へ移譲する事務に必要な費用について，県で実施する場合の経費を基に算定した交付金を措置 ○ 公共事業移譲交付金 １,２２３百万円 ( ○22 1,238 ○23 1,145 ) ～ 道路等の改築及び維持修繕に係る事務移譲について，対象となる事業費を交付金として措置 
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        「「「「「「「「行行行行行行行行政政政政政政政政刷刷刷刷刷刷刷刷新新新新新新新新」」」」」」」」                                                                                                                                                    【【【【１１１１億億億億６６６６百万円百万円百万円百万円】】】】      
 

 

 

 ○ 県税納付システム運用事業 ４８百万円 (一部新規)    ～ 県民の納税機会の拡大や利便性の向上を図るため，自動車税で導入済みのコンビニ納付について，個人事業税，不動産取得税についても可能にするとともに，同３税目について，パソコンや金融機関のＡＴＭなどを利用して納税できる電子納付を導入    ○ 地域発展戦略推進事業 １８百万円 (一部新規)    ～ 東京一極集中の是正をはじめとした多極分散型の地域づくりを検討するとともに，国や基礎自治体の役割分担を踏まえた新たな広域自治体の将来像を取りまとめるため，必要なデータ収集や検証・分析の委託調査，有識者ヒアリング等を実施  ○ 全国自治体政策交流会議開催費 ２百万円 (新規)    ～ 自治体学会との連携のもと，全国自治体政策交流会議を開催し，本県の市町村合併や権限移譲，更には国出先機関の受入に向けた取組等を積極的にアピールするとともに，自治体が抱える様々な課題に対する多様なアイデア・視点を取込み，本県・市町の課題に反映  ○ 人材マネジメント強化事業 ３８百万円 (一部新規)    ～ 行政経営刷新計画における「職員の力を引き出す人材マネジメント」の実現のため，民間教育機関等への派遣研修，委託研修を実施するとともに，Ｈ２３年度から導入している「目標管理・評価システム」の一層の定着を図るための研修等を実施   

○ ４つの政策分野を支える財政運営，行政運営両面での連携した基盤づくりに取り組む。 

○ 行政運営の透明性の確保と情報発信の強化に取り組む。 
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５５  緊緊急急経経済済・・雇雇用用対対策策のの概概要要  

 

平成２４年度予算額 381億5,113万円 [融資枠157.5億円] 

              （H23：413億7,155万円［融資枠 202億円］） 
 

（１）円高対策 38億3,217万円 [融資枠130.5億円] 

（H23 21億9,266万円） [[[[融資枠融資枠融資枠融資枠172172172172億円億円億円億円]]]]    ・生産性向上やコスト削減に取り組む企業への支援 ・経営基盤強化のための金融支援 ・県内投資促進のための支援 など 
 

（２）雇用対策 60億3,549万円 [融資枠7億円] 

（H23 134億9,430万円） [[[[融資枠融資枠融資枠融資枠10101010億円億円億円億円]]]]    ・雇用相談・情報の提供 ・離職者等への雇用創出，職業訓練 ・福祉・介護，農業分野等における就業支援    など 
 

（３）地域経済活性化対策 28億105万円 [融資枠20億円] 

（H23 16億391万円） [[[[融資枠融資枠融資枠融資枠20202020億円億円億円億円]]]]    ・県内製品・県産品の消費拡大 ・農林水産物の販路拡大支援 など 
 

（４）地域生活基盤の整備 183億8,715万円  

（H23 116億5,070万円）  ・県立学校施設の耐震化 ・医療施設，社会福祉施設等の整備促進 ・民間保育所等の整備促進  など 
 

（５）暮らしの安心緊急確保対策 70億9,527万円  

（H23 124億2,998万円）  ・地域医療体制の確保，子育て支援 ・高校生等の修学支援 ・消費者行政の推進 ・自殺対策の推進 など  ※ 融資枠は事業費の外数 
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平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度    緊急経済緊急経済緊急経済緊急経済・・・・雇用対雇用対雇用対雇用対策策策策のののの概要概要概要概要    

 

 

■ 生産性向上やコスト削減に取り組む企業への支援【122,177千円】  

  円高の影響を受け，厳しい経営環境にある県内ものづくり企業に対し，生産技術管理に

よる生産性の向上やコスト削減への取組，海外への輸出に必要な規格認証の取得に向け 

た取組を重点的に支援することにより，企業の生産体制を下支え 【生産技術革新支援】（支援対象～輸出メーカーの下請企業）  ア 生産現場改善指導・技術経営人材育成    生産現場における生産工程の見直しを進めるための人材育成や，専門家を派遣し，ロボット技術の活用などによる生産現場改善計画の策定等を支援  イ 生産技術革新支援補助    生産現場改善計画を策定した企業等に対し，生産設備の更新・新生産技術の導入等に係る経費を補助    （補助限度額5,000千円/件，補助率1/2以内，補助件数10件）  ウ 生産効率改善に向けた共同利用機器の整備    製品の品質改善等につながる測定評価機器を西部工業技術センターに整備 【海外市場獲得支援】（支援対象～完成品輸出企業）  ア 海外規格認証のための予備試験用測定機器等の整備    認証取得に向けた予備試験を行うための測定機器を東部工業技術センターに整備  イ 国際規格・海外規格の認証取得経費補助    完成品輸出企業等が，国際規格・海外規格（IEC，CEマークなど）の認証を取得するために要する経費（製品輸出に係るレポート作成等必要な費用）を補助    （補助限度額1,000千円/件，補助率1/2以内，補助件数10件） 
 

■ 緊急経営基盤強化資金【融資枠120億円】 

  急速な円高の進行など経済環境の急激な変化により，売上高の減少や収益の悪化など，

経営が悪化している中小企業者等への資金供給 

  〔融資限度額：運転資金4,000万円以内，融資期間７年以内［据置１年以内］〕 

 

■ 設備資金の貸出利率の引下げ【融資枠10.5億円】 

  県内への設備投資を促進し，県内産業の活性化，雇用の維持・拡大を図るため，産業支

援融資の貸出利率を引下げ 

  〔設備資金：基準金利から1.0％引下げ（～H25.3.31）〕 

 

■ 県内企業の設備投資の促進【3,661,860千円】 

  雇用機会・税収の確保と，県営産業団地の早期分譲及び県内立地企業の流出防止を図る

ため，新規企業立地や設備投資への支援 

  ・県内中小企業等が行う事業高度化計画等に基づく設備投資の５％を助成（雇用５人以上） など 

（１）円高対策    ３,８３２,１６７千円 ［融資枠１３０．５億円］ 

        （Ｈ２３：２,１９２,６６２千円 ［融資枠１７２億円］） 
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①雇用相談・情報の提供  690,127千円（H23：859,914千円） 

■ 就職説明会の開催【16,184千円】 

  求職者と企業等のマッチングの場となる就職説明会等を開催し，学生等の就業を支援 

 

■ 全ての世代の就業を支援【45,810千円】 

  若者から中高年齢者まで全ての世代の多様な働き方を支援するため，関係機関と連携し，

就業や社会貢献活動に係る相談業務など，幅広い支援を実施 

  ・「ひろしまジョブプラザ」「わーくわくネットひろしま」の運営 

  ・労働相談員や弁護士による雇用・労働相談の実施 など 
 

■ 高校生の就業を支援【67,359千円】 

 ・県立高等学校にジョブサポートティーチャー(7人)に加え，就職支援専門員(13人)等を配置 

 ・私立高等学校に私立高等学校就職支援専門員(6人)を配置 

 

■ 女性の就業を支援【54,012千円】 

  出産，育児等で離職後，再就職が困難な女性の就業を促進するため，広島労働局と連携

のもと，「しごとプラザマザーズひろしま」を広島市内に開設（Ｈ２４．３月）し，きめ

細かい相談対応等を実施 

  ・キャリアコンサルティング，就職活動のノウハウ等に関する相談，子育て支援情報の提供 

  ・就業不安の強い女性に対する職場体験機会等の提供 

  ・女性の就業に理解のある求人企業での，雇用を前提とした就業体験の実施 など 

 

■ 離職者に対する住宅費の支給【174,603千円】 

  離職者の就職活動を支援するため，アパート等の家賃相当の住宅費を給付 

                                      など 

 

（２）雇用対策      ６,０３５,４８９千円 ［融資枠７億円］ 

         （Ｈ２３：１３,４９４,２９９千円 ［融資枠１０億円］） 
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②雇用機会の創出  5,345,362千円［融資枠７億円］  

      （H23：12,634,385千円［融資枠10億円］） 

 

■ 緊急雇用対策基金による雇用創出【3,663,509千円】(一部再掲) 

 

 

  緊急雇用対策基金を活用し，市町と連携して，雇用の場を確保 

・未就職卒業者等に対し，就業体験の実施などにより，就業に必要な知識，技能の習得

等を促進 

・介護福祉士の資格取得を目指して，専門学校等で就学しながら，介護業務等に従事 

・大型ショッピングセンターに相談窓口を設置し，子育て家庭に対する相談支援体制を強化 

・農業の技術指導等に関するサポーターバンクを設置し，助言指導体制を強化 など 

 

■ 離転職者委託訓練等【905,601千円】 

 

 

  離職者等を対象として，高等技術専門校や民間訓練機関等への委託により,職業訓練を実施 

・介護福祉サービス，経理実務，ＩＴビジネス，農園芸ビジネス 

・ＯＡビジネス，医療介護事務，住宅設備メンテナンス など 

 

■ 介護職員研修【221,193千円】 

  福祉，介護分野の人材育成と職場定着を図るため，介護業務に従事しながら資格の取得

や研修が受講できるよう，代替職員を介護保険施設等へ派遣 

 

■ 農林水産業従事者等の研修【216,897千円】 

  ・新規就農者を対象とした基本的な研修の実施及び研修終了後の就農を支援 

  ・森林組合等の職員を対象とした路網，間伐等の作業の効率化に必要な林業技術の実 

践研修 

  ・漁協及び法人等において，漁獲物の集出荷，加工販売等の基礎研修を実施 

 

■ 新規就農者への給付金の支給【220,335千円】 

  本県の農業を支える人材を確保するため，就農前の研修生に対し，研修期間中の所得を

支援するとともに，地域の中心となる経営体等に対し，就農直後の不安定な所得を支援す

る給付金を交付 

 

■ 雇用促進支援資金【融資枠７億円】 

  雇用の促進に取り組む中小企業への円滑な資金供給 
  〔融資限度額：運転・設備資金7,000万円以内，融資期間10年以内［据置3年以内］〕 

                                    など 

新規雇用者数：1,380人 

訓練定員：3,166人 
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（３）地域経済活性化対策    ２,８０１,０５６千円 ［融資枠２０億円］ 

（Ｈ２３：１,６０３,９１４千円 ［融資枠２０億円］） 

 

■ 県内製品・県産品の消費拡大【134,250千円】 

 ・県内製品の消費拡大（「ＢＵＹひろしま」キャンペーンの実施，販売店でのＰＲ支援 など） 

 ・ひろしま県産農水産物の消費拡大 

  （農業体験交流会，食育推進と連携した普及啓発など） 

 ・広島県産材の消費拡大（県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成）  

 

■ 広島県産農水産物等の海外販路拡大【34,542千円】 

 ・県内の農水産品・加工食品等の海外での販路拡大を図るため，香港及びマレーシアに  

おける物産展，プロモーションイベント等を実施 

 ・アジア諸国等をターゲットとして，広島県産農水産物等の輸出拡大等にチャレンジする 

法人や生産者団体の取組を支援 

 

■ 広島レモンのブランド化によるかんきつ産地育成支援【39,063千円】 

  収益性が高いレモンを核とした経営力の高い担い手を育成するとともに，全国に先駆 

けた広島レモンのブランド化への取組を支援 

 

■ 広島かき生産出荷体制の強化【29,800千円】 

  市場ニーズに対応した出荷体制を構築するため，広島かきの生産・出荷体制の強化を図

る取組を支援するとともに，東日本大震災により甚大な被害を被った宮城県のかき生産者

に対する復興を支援 

  ・広島かきの生産力回復に必要な底質改善や，成長を促進する生産改善筏の導入 

  ・全国のかき市場維持に向け，宮城県と連携したかき消費拡大キャンペーンの実施 など 

 

■ 森林整備，木材利用の促進【1,155,825千円】 

  間伐等の森林整備の加速化と，間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業再生に向

けた取組を実施 

  ・間伐，路網整備，森林境界の明確化，高性能林業機械等の導入に対する支援 

  ・木材加工・流通施設整備等に対する支援 

 

■ 集落で取り組む鳥獣被害対策の推進【339,046千円】 

  集落ぐるみで「環境改善｣,｢侵入防止｣,｢捕獲｣ に取り組む総合的な鳥獣被害防止対策を推進 

  ・モデル集落を県内６集落に設置し，集落ぐるみの総合的な取組の有効性を実証 

  ・鳥獣被害対策指導者等の育成や捕獲技術の向上を図るための各種研修の実施 

  ・箱わなや侵入防止柵の設置による被害防止 など 

 

■ 戦略研究プロジェクトの推進【82,731千円】 

  県内の中堅・中小企業者や農林水産事業者の成長・発展を支援するため，県内産業のニ

ーズを踏まえ，今後成長が見込まれる分野に関し，地域経済に大きなインパクトを与える

ことができる研究を推進                          など 
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■ 県立学校施設の耐震化【9,668,795千円】（２月補正含む） 

  県立学校施設の耐震化を加速させ，早期に安全・安心な施設環境を整備 

  ・耐震補強（設計等５１校１０７棟，工事４０校１１９棟） 

  ・老朽改築（設計等 ６校  ６棟，工事３５校 ４９棟） 

 

■ 医療施設等の整備促進【2,060,036千円】 

 ・医療機関等の施設，診療設備の整備を支援（施設・設備整備：１２施設） 

 ・災害拠点病院（１施設）や二次救急医療機関等（７施設）の耐震化の支援 など 

 

■ 社会福祉施設等の整備促進【2,629,261千円】 

  入所者の安全を確保するため，老人福祉施設，障害者支援施設など，社会福祉施設の整

備，耐震化，スプリンクラーの整備等を支援 

 

■ 民間保育所等の整備促進【1,377,000千円】 

 ・待機児童の解消を図るため民間保育所の整備促進 １６施設（定員６２１人増） 

 ・子育て家庭に対する育児支援を行う「地域子育て支援センター」の整備促進 

 

■ 大規模社会福祉施設の整備推進【1,291,060千円】 

  高次脳機能障害等の新たな医療ニーズに対応するため，障害者リハビリテーションセン

ターを整備 

 

■ 県立社会福祉施設等の耐震化【58,622千円】 

  災害発生時における入居者の安全・安心を確保するため，県立社会福祉施設の耐震化を

推進 

  ・県立障害者療育支援センター（松陽寮）の耐震整備等に係る実施設計 

  ・県立広島学園の耐震整備等に係る基本設計 

                                      など 

 

 

（４）地域生活基盤の整備   １８,３８７,１４５千円 （Ｈ２３：１１,６５０,７０１千円） 
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■ 地域医療体制の確保【2,684,524千円】 

  地域医療体制を確保するため，予防から急性期，回復期，慢性期まで，切れ目のない医

療提供体制を支える各種事業や，医療連携を促進する全県的な医療情報ネットワークの基

盤整備等を着実に推進 ・県全域における医療施設間の情報共有等を可能とする医療連係情報ネットワークの整備促進 ・三次・庄原地区の休日(夜間)急患センター，小児救急専門病床(ＰＩＣＵ)の整備促進 ・救命救急センター等における致死性の高い疾患(脳卒中，心筋梗塞等)への対応強化 ・ドクターヘリ専用機のＨ25年度導入に向けたヘリ格納庫の整備 ・災害時等の迅速な医療救護体制を確保するための体制整備 など 
■ 子育て支援(ソフト事業)【459,818千円】 

 ・ひとり親家庭のための在宅就業支援センターを設置し，訓練等を実施 

 ・ＤＶ被害者に対する保護・支援活動を行う民間活動団体に対する助成 など 

■ 高校生等の修学支援【1,338,084千円】 

 ・経済的理由により，学資負担が困難な世帯に対して減免措置を行っている私立高等学 

校等に対し，減免相当額を助成 

 ・経済的理由により修学が困難と認められる高校生等に対し，奨学金を貸与 など 

■ 消費者行政の推進【169,541千円】 

  消費者問題の複雑化，高度化に対応するため，相談窓口機能や事業者指導の強化を図る

とともに，消費者への普及啓発活動を推進 

■ 自殺対策の推進【90,807千円】 

 ・電話等による相談支援体制の強化や自殺予防のための普及啓発を実施 

 ・地域の実情を踏まえた自殺対策に取り組む市町を支援 など 

 

（５）暮らしの安心緊急確保対策   ７,０９５,２７３千円 （Ｈ２３：１２,４２９,９７７千円） 
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６６  公公共共事事業業  

 

■ 東日本大震災の発生により，災害に強い県土づくりの必要性が再認識されるとともに，我が国の経済

活動に深刻な影響を与え，今後，県内経済への影響が懸念されるため，大規模地震発生に備えた社

会インフラの整備や経済活動の活性化に資する社会インフラの整備など，県政の重要課題に対応す

る事業を厳選し，広島県の底力を最大限発揮するための戦略的投資を行います。 

■ また，社会資本ストックの適正な維持管理を計画的に行うこととし，公共土木施設の維持管理につい

ては，平成２１年度より導入したアセットマネジメントを推進します。 

 

 項   目 ２３年度当初  Ａ ２２年度補正 Ｂ 合計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ ２４２４２４２４年度当初年度当初年度当初年度当初        ＤＤＤＤ    Ｄ/Ａ Ｄ/Ｃ 補助公共事業等  ６４，１２８   ５，６９８  ６９，８２６ ６５６５６５６５，，，，４４２４４２４４２４４２    102.0％ 93.7％  補 助 事 業  ５０，７３２   ３，０８１  ５３，８１３ ５１５１５１５１，，，，６６２６６２６６２６６２    101.8％ 96.0％  国 直 轄 事 業  １３，３９６   ２，６１７  １６，０１３ １３１３１３１３，，，，７８０７８０７８０７８０    102.9％ 86.1％ 単 独 公 共 事 業  １８，７８９         ０  １８，７８９ ２０２０２０２０，，，，０８８０８８０８８０８８    106.9％ 106.9％ 建 設 事 業   ８，４４５         ０   ８，４４５ ９９９９，，，，７４５７４５７４５７４５    115.4％ 115.4％  維 持 修 繕  １０，３４４         ０  １０，３４４ １０１０１０１０，，，，３４３３４３３４３３４３    100.0％ 100.0％ 
合      計  ８２，９１７   ５，６９８  ８８，６１５  ８５８５８５８５，，，，５３０５３０５３０５３０    103.2％ 96.5％ ※ 災害復旧事業費を除き，特別会計分の公共事業費（流域下水道・県営住宅）を含む。 

  県政の重要課題に対応する事業に重点化      ○ 土木局及び都市局の基本計画である「社会資本未来プラン」に掲げる７つの重点化方針に基づく戦略的投資 ～ 広域的な交流・連携基盤の強化 ・中国横断自動車道尾道松江線，国道３７５号東広島・呉道路，福山沼隈線，神辺水呑線（Ⅰ期） など ～ 集客・交流機能の強化とブランド力向上 ・国道４８７号（警固屋音戸バイパス），厳島港胡町・宮島口・杉之浦地区，長江線 など ～ 環境保全と循環型社会の構築 ・芦田川流域下水道（汚泥燃料化事業），尾道糸崎港浦崎地区（港湾環境整備事業），庄原ダム など ～ 防災・減災対策の充実・強化 ・太田川（河川改修），本川（高潮対策），砂防・急傾斜地崩壊対策，広島港海岸（高潮対策）， 国道１８６号（御園バイパス），国道１８５号三原大橋（橋梁耐震補強） など ～ 自立した生活ができる環境の整備 ・県営吉島住宅，県営舟入住宅  など ～ 総合的な交通安全対策の推進 ・国道４３２号（府中市上下町），国道３７５号（東広島市黒瀬町），国道３７５号（呉市広）， 福山港一文字地区（係留施設） など ～ 持続可能なまちづくり ・廿日市駅通線，国道１８３号（三次拡幅），国道４３３号（加計豊平バイパス），国道３１４号（東城バイパス），西城比和線（庄原市西城町），三次美土里線（三次市粟屋町） など ○ 「2020広島県農林水産業チャレンジプラン」に掲げる“めざす姿”の実現に繋がる取組に重点化 ～ 産業として自立できる農林水産業の確立  ・ほ場整備 泉北地区(三原市)，林道整備 細見大塚線(北広島町)，水産物基盤整備 豊島漁港(呉市)  など ～ 農林地の公益的機能の維持発揮 ・基盤整備促進(ストックマネジメント) 酒屋地区(三次市)，造林整備 広島市  など ～ 農山漁村地域の暮らしの安全安心の確保 ・ため池整備 峠池地区(尾道市)，治山激甚災害特別緊急  萩ヶ段地区(庄原市)  など   

（単位：百万円，％） 
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  計画的な維持管理の推進      ○ 公共施設の維持管理に係るアセットマネジメント（計画的維持管理手法）の推進 ～ 施設の長寿命化，更新時期・更新費の平準化，ライフサイクルコストの低減 ・橋梁，トンネル等の重点施設について，アセットマネジメントシステムにより策定した維持管理計画に基づく維持修繕の実施  
＜主な事業＞                                  （単位：千円） 区分 事 業 名 Ｈ23事業費 Ｈ24事業費 内     訳 補 助 公 共 事 業 １１,１０４,２７４ １１,６８３,５４８   農 林 単 独 公 共 事 業 １,２１２,４２６ １,２１２,６９７ ○ 建設事業 ○ 維持修繕費 １,０１５,１２７ １９７,５７０ 補 助 公 共 事 業 ３９,６２７,９４０ ３９,９７８,１９８   国直轄事業負担金 １３,３９５,７４１ １３,７８０,３２３   土 木 ・ 都 市 単 独 公 共 事 業 １７,５７６,４９４ １８,８７４,９１３ ○ 建設事業 ○ 維持修繕費 ８,７３０,１２０ １０,１４４,７９３ ※ 災害復旧事業費を除き，特別会計分の公共事業費（流域下水道・県営住宅）を含む。 
 

（１）新規予定事業（主なもの）                        （単位：百万円） 区 分 件数 (箇所) 全 体 事業費 Ｈ24 予算額 全 体 事 業 概 要 ２，０００ ３１ (国)４３２号（世羅町 道路改良 L=1,850m） １，０６０ ３１ (一)弁財天加計線（安芸太田町 道路改良 L=980m） ４１ ４１ (国)１８２号（福山市 橋梁補修 L=197m） １ 道    路 ４ ２１ ２１ (主)三次高野線（庄原市 橋梁耐震補強 L=52m） ２，７８５ ３１ 手城川（福山市 排水機場の点検・機器更新） １，７３４ ３ 小山田川（福山市 排水機場の点検・機器更新） １，６００ ４２ 新安川（広島市 排水機場の増設） ２ 河    川 ４ １，０３０ ３ 大河原川（尾道市 排水機場の点検・機器更新） ７００ ２１ 貴船地区（安芸高田市 擁壁工 L=700m） ７００ ２１ 畠敷地区（三次市 擁壁工 L=800m） ３ 砂    防 ３ ６３０ ２１ 光明寺川（呉市 堰堤工 L=87m） ４ 港    湾 １ ５,２００ ２６０ 広島港五日市地区（広島市 臨港道路 L=1,600ｍ） ８６２ ２１ 木江港木江地区（大崎上島町 胸壁L=340mなど） ５ 海    岸 ２ ２２０ ２１ 泊海岸（尾道市 護岸工 L=256m） １５８ １６ 【ため池整備】峠池地区（尾道市 堤体工等） １５４ １３ 【林道整備】小谷線（安芸高田市 林道開設 L=3,000m） ７８ ７８ 【水産物基盤整備】沖浦漁港（大崎上島町 漁港施設補修・更新） ６ 農林水産基盤 ４ ７１ ７１ 【治山激甚災害特別緊急】萩ヶ段地区（庄原市 谷止工） 
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（２）完了予定事業（主なもの）                      （単位：百万円） 区 分 件数 (箇所) 全 体 事業費 Ｈ24 予算額 全 体 事 業 概 要 ３１，０００ １，３８４ (国)４８７号警固屋音戸バイパス（呉市 道路改良 L=2,900m） ２，５００ １５６ (国)３７５号馬木拡幅（東広島市 道路改良 L=1,600m） ２，４００ １４６ (主)音戸倉橋線（呉市 道路改良 L=1,000m） １，３００ ６２ (主)西城比和線（庄原市 道路改良 L=1,420m） １ 道    路 ５ ９１１ ６８ (主)三次高野線（三次市 交通安全 L=1,000m） ５，８２９ ８３１ 野間川ダム（尾道市・三原市 ダム建設 総貯水量V=560千m3） ２ 河     川 ２ ７７６ ５ 山倉川（広島市 護岸工 L=940m） ４００ ４２ 川谷地区（三原市 法枠工 L=480m） ２５０ ４８ 西谷町７地区（呉市 法枠工 L=175m） ３ 砂    防 ３ ２５０ １１ 杉迫地区（広島市 待受擁壁工 L=337m） ４ 港    湾 １ １，４１３ ３１３ 土生港箱崎地区（尾道市 物揚場 L=267m） ５ 街    路 １ １，２００ １７ (都)鷹取奈良津線（福山市 電線共同溝 L=1,100m） ６ 住    宅 １ ６，２６７ ２９８ 県営長寿園高層住宅（広島市 トータルリモデル事業） ３,３７８ ２２８ 【広域漁港整備】音戸漁港（呉市 防波堤，物揚場等） １,５８１ ２１４ 【一般農道整備】川根２期（安芸高田市 L=3,300m） ５７８ ９ 【海岸保全施設整備】二馬手（東広島市 堤防工 L=435m） ２５９ ４２ 【防災林整備】桂越地区（尾道市 森林整備12.8ha） １９３ ２１ 【農村振興総合整備】沼隈（福山市 用排水施設等） ６ 農林水産基盤 ６ ８５ ４４ 【山地治山】高瀬地区（庄原市 谷止工） 
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  地域自主戦略交付金の状況     

■ 地域の自由裁量を拡大するため，各府省所管の都道府県向けの投資に係る補助金等の一部を内

閣府予算として計上して平成２３年度に創設された「地域自主戦略交付金」については，平成24年度に

次のとおり制度の拡充等が図られています。 

平成２4年度の都道府県対象国費（沖縄県分を除く。）は，昨年度と比較して743億円（115．6％）

増額となっています。 

 

 

①①①① 総額総額総額総額のののの拡大拡大拡大拡大    

            Ｈ２３ ５，１２０億円（都道府県のみ対象（沖縄県分除き ４４４４，，，，７７２７７２７７２７７２億円億円億円億円） 

⇒⇒⇒⇒    ＨＨＨＨ２４２４２４２４    ８８８８，，，，３２９３２９３２９３２９億円億円億円億円（（（（うちうちうちうち，，，，都道府県都道府県都道府県都道府県（（（（沖縄県分除沖縄県分除沖縄県分除沖縄県分除きききき））））分分分分    ５５５５，，，，５１５５１５５１５５１５億円程度億円程度億円程度億円程度））））    

②②②② 地域自主戦略交付金地域自主戦略交付金地域自主戦略交付金地域自主戦略交付金のののの拡充拡充拡充拡充    

                    都道府県分の対象事業の拡大 

     政令指定都市への制度の導入 

 〔〔〔〔③③③③    沖縄振興一括交付金沖縄振興一括交付金沖縄振興一括交付金沖縄振興一括交付金（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの創設創設創設創設        ＨＨＨＨ２４２４２４２４    １１１１，，，，５７５５７５５７５５７５億円億円億円億円〕〕〕〕    注１ 新たに対象とされた主な事業（都道府県対象分） 社会福祉施設等施設整備費補助金，医療提供体制施設整備費補助金（厚労省） 農山漁村活性化対策整備交付金，農業・食品産業強化対策整備交付金，水産業強化対策整備交付金（農水省）など 注２ 拡充された主な事業（都道府県対象分） 交通安全施設整備費補助金（警察庁），学校施設環境改善交付金（文科省）， 農山漁村地域整備交付金（農水省），社会資本整備総合交付金（国交省）など  
■ 地域自主戦略交付金は，通常の国庫補助金等と異なり，国から配分された国庫支出金を対象事業

のどの事業に配分するかについて地方の裁量に任されていることなどにより，各都道府県の施策の重

点化が一層図られることから，広島県においても，積極的に予算計上しています。 

 

【国費ベース】  区      分 担当部局 ２３年度当初 A ２４年度当初 B B／A 交通安全施設に関する事業 警察本部 ９０ ８９ ９９ 学校施設環境改善に関する事業 教育委員会 ０ ６１ 皆増 水道施設整備に関する事業 企業局 ３１０ ２０８ ６７ 農山漁村地域整備に関する事業 農林水産局 ２，９１６ ３，７５４ １２９ 農山漁村活性化対策整備に関する事業 農林水産局 ― ３８０ 皆増 社会資本整備に関する事業 土木局・都市局 ４，１７７ ６，８８９ １６５ 自然環境整備に関する事業 環境県民局 ２ ４５ ２，２５０ 計 ― ７，４９５ １１，４２６ １５１５１５１５２２２２       ※ 農林水産局，土木局・都市局所管のいわゆる公共事業のほか，非公共事業や企業会計の事業も対象となっています。  

（単位：百万円，％） 

Ｈ2３⇒Ｈ２４の国の制度拡充内容 

対象事業 Ｈ２３ ９事業 ⇒ ＨＨＨＨ２４２４２４２４    １８１８１８１８事業事業事業事業（（（（注注注注）））） 
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７７  事事業業別別行行政政ココスストト計計算算書書のの活活用用 
  （（１１））  概概要要  

マネジメント・アカウンティング（※）の一環として，事業別行政コスト計算書の作成を   

試行的に導入しました。 

平成２３年度は，重点分野の一つである「新たな経済成長」に関係する事業を中心に，事業

別行政コスト計算書を作成することによって，事業の総コスト（人件費等を含む）を明らかに

し，職員のコスト意識の向上を図るとともに，費用対効果を踏まえた事業の実施方法の見直し

など，平成２４年度当初予算要求や予算査定に活用しました。 

平成２４年度は，対象範囲を拡大するとともに，平成２３年度決算数値を反映させるなど，

成果主義の徹底に向けた効果的なツールとなるよう取組を推進します。 

○ 導入の目的 

  

  

  
  

  （（２２））  平平成成２２４４年年度度当当初初予予算算編編成成ににおおけけるる主主なな活活用用状状況況  （単位：千円） 単位当たりコスト （純コスト/単位） 差引増減 Ｈ24当初予算編成 事   業   名 費用対効果 検 証 項 目 Ｈ23 当初予算 計算書作成時 （Ｈ23.11） ① （※） 当初予算案 ② ② － ① （Ｈ24当初予算案－作成時） 地域森林計画編成費 計画編成に必要な森林調査及び森林地図情報システム運用 地域森林計画の樹立・変更 14,047 (千円/計画区) 22,185 (千円/計画区) 13,132 (千円/計画区) ▲9,053 (千円/計画区) 農業参入企業支援事業 新規参入，規模拡大に必要な 機械・施設等の整備支援 参入企業数 13,494 (千円／企業) 16,868 (千円／企業) 14,368 (千円／企業) ▲2,500 (千円／企業) 産科医等確保支援事業 分娩手当，後期臨床研修医手当， 新生児担当医手当 分娩手当等支給 医療機関数 （延べ数） 590 (千円／施設) 633 (千円／施設) 529 (千円／施設) ▲104 (千円／施設) （※）「単位当たりコスト 計算書作成時（Ｈ23.11）」の数値は，事業別行政コスト計算書作成時点（予算要求前）における概数である。

・戦略立案等の判断材料として活用 

・職員の経営感覚（成果・コスト意識）の向上 

・予算編成への活用 

（※） マネジメント・アカウンティングとは 意思決定や組織コントロールなど，経営管理に 利用することを目的として作成する会計のこと （管理会計） 
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 ８８  予予算算執執行行効効率率化化シシスステテムムのの活活用用  

  （（１１））  制制度度のの概概要要  

      『予算の使い切り意識を是正し，成果主義を徹底する』ことをねらいとして， 

「予算執行効率化システム」を導入しました。（平成２２年６月） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  （（２２））  平平成成２２３３年年度度のの取取組組にに伴伴うう効効果果額額及及びび平平成成２２４４年年度度へへのの活活用用内内容容  

効効効効    果果果果    額額額額：：：：１０１０１０１０,,,,５５８５５８５５８５５８千円千円千円千円    

（① 創意工夫による経費の節減：３,１１３千円，② 新たな財源の確保：７,４４５千円）    （単位：千円） 節減・財源確保の内容 効果額 効果額の活用内容 《入札参加資格審査事務費》  入札参加資格審査の申請方法の簡素化により事務を効率化し，委託料を節減 ①節減額 ３４４ 《入札参加資格審査事務費》  入札契約制度の見直しに伴う調査に活用 《県法規発行費》  県法規・現行法令ＤＢシステムの更新に当たり，システム方式，契約方法・期間を全面的に見直し，運営経費を節減 ①節減額 ２,７６９ 《県税納付システム運用事業》  自動車税で導入済のコンビニ納付の個人事業税・不動産取得税への拡大及びパソコン・ＡＴＭを利用した電子納付の導入に係るシステム運用に活用 《総合通信指令室整備事業》  国費システムと県費システムとの接続に係るプログラム改修について，国との交渉により，全額国費負担で実施 ②財源確保額 ７,４４５ 《初動捜査機能高度化事業》  自動車利用犯罪の追跡に有効なシステムの整備に活用 
 

（２）（２） 節減額の還元節減額の還元経費節減などにより得られた財源は，次により活用する。（１）（１） 対象事業対象事業所期の目的が達成されることを前提として，次の取組により，一般財源の節減が図られるものとする。①①①① 創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減
• 事業実施方法の見直し（イベントの共同実施，ボランティアの活用等）や契約の見直し（競争入札の導入等）など，実施方法の効率化を図ったもの
• 施設管理費の見直し（仕様の最適化等）やオフィスコストの見直し（光熱水費の節約等）など，ランニングコストの縮減を図ったもの など

①①①①①①①① 創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減
• 事業実施方法の見直し（イベントの共同実施，ボランティアの活用等）や契約の見直し（競争入札の導入等）など，実施方法の効率化を図ったもの
• 施設管理費の見直し（仕様の最適化等）やオフィスコストの見直し（光熱水費の節約等）など，ランニングコストの縮減を図ったもの など②②②② 新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源のののの確保確保確保確保
• 外部資金等の確保・活用を図ったもの
• 受益者負担を導入（拡充）するもの など②②②②②②②② 新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源のののの確保確保確保確保新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源のののの確保確保確保確保
• 外部資金等の確保・活用を図ったもの
• 受益者負担を導入（拡充）するもの など③③③③ 進度調整進度調整進度調整進度調整によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減
• 翌年度に事業を実施した方がより効果的な事業執行が可能であるため，当該年度の執行を見送るものなど③③③③③③③③ 進度調整進度調整進度調整進度調整によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減進度調整進度調整進度調整進度調整によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減
• 翌年度に事業を実施した方がより効果的な事業執行が可能であるため，当該年度の執行を見送るものなど

①①①①創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減②②②②新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源のののの確保確保確保確保還元額：原則として，節減された一般財源の「全額」但し，節減努力によるものと認め難いものなどは減額措置を行う（以下同様）配分先：翌年度における「局施策推進費」なお，使途は限定しないが，「県民起点」「現場主義」の視点を施策に反映するための調査・検討など，局が特に推進する施策に活用するものとする
①①①①創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫①①①①創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減②②②②新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源②②②②新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源のののののののの確保確保確保確保確保確保確保確保還元額：原則として，節減された一般財源の「全額」但し，節減努力によるものと認め難いものなどは減額措置を行う（以下同様）配分先：翌年度における「局施策推進費」なお，使途は限定しないが，「県民起点」「現場主義」の視点を施策に反映するための調査・検討など，局が特に推進する施策に活用するものとする③③③③進度調整進度調整進度調整進度調整によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減還元額：原則として，節減された一般財源の「全額」配分先：翌年度における「進度調整を行った事業に係る予算」③③③③進度調整進度調整進度調整進度調整③③③③進度調整進度調整進度調整進度調整によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減によるによるによるによる経費経費経費経費のののの節減節減節減節減還元額：原則として，節減された一般財源の「全額」配分先：翌年度における「進度調整を行った事業に係る予算」
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  ９９  使使用用料料・・手手数数料料のの改改正正  

  （（１１））  見見直直ししのの基基本本方方針針  

 制度改正に伴い新たに手数料等を徴収することが可能となったものや準拠する省令等に改正が 

あったものなどを対象に，他団体との均衡等に配慮して見直します。 

  （（２２））  改改正正等等規規模模及及びび増増減減収収見見込込額額  

関 係 条 例 数 増減収見込額 

６件 ▲２１１,710 千円 

  （（３３））  主主なな改改正正内内容容  

①①①①    広島県手数料条例広島県手数料条例広島県手数料条例広島県手数料条例    

 一般旅券を早期発給するための手数料など６件の設定 

（増減収見込額：   ＋４,００６千円） 

②②②②    広島県広島県広島県広島県警察関警察関警察関警察関係手数料条例係手数料条例係手数料条例係手数料条例    

道路交通法施行令の改正に基づく運転免許関係手数料の改正等 

（増減収見込額：▲１１６,２０１千円） 

③③③③    行政財産行政財産行政財産行政財産のののの使用料使用料使用料使用料にににに関関関関するするするする条例条例条例条例    

広島県道路占用料徴収条例で定める道路占用料の改正に伴う地下埋設物件に 

係る使用料の改正 

（増減収見込額：    ▲１４千円） 

④④④④    広島県広島県広島県広島県道路占用料徴収条例道路占用料徴収条例道路占用料徴収条例道路占用料徴収条例    

道路法施行令の改正に基づく道路占用料の改正 

（増減収見込額： ▲２５,０５２千円） 

⑤⑤⑤⑤    県立病院使用料及県立病院使用料及県立病院使用料及県立病院使用料及びびびび手数料条例手数料条例手数料条例手数料条例    （（（（病院事業会計病院事業会計病院事業会計病院事業会計））））    

先進医療に係る技術料の新設 

（増減収見込額：  ＋２,９３３千円） 

⑥⑥⑥⑥    広広広広島県港湾施設管理条例島県港湾施設管理条例島県港湾施設管理条例島県港湾施設管理条例    （（（（港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計））））    

国際コンテナターミナル料金の軽減措置の延長等 

（増減収見込額： ▲７７,３８２千円） 
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1100  平平成成２２４４年年度度国国庫庫予予算算政政府府案案・・地地方方財財政政計計画画のの概概要要  

 

１ 平成２４年度国庫予算政府案の概要 

 

（１）一般会計 

 

＜予算のポイント＞ 

① 「日本再生重点化措置」において，我が国経済社会の真の再生に資するために予算を重点

配分 

② 「提言型政策仕分け」の提言等を踏まえ，既存予算を見直し 

③ 公務部門における無駄を徹底して削減 

④ ２３年度補正予算に引き続き，東日本大震災からの復旧・復興に全力で対応 

⑤ 市場の信認確保のため，「中期財政フレーム」（歳出の大枠約 68.4兆円，新規国債発行額

約 44兆円）を堅持 

 

＜歳  出＞ 

○  一般会計総額          90兆3,339億円［対前年度比▲ 2.2％］ 

○  基礎的財政収支対象経費      68兆3,897億円［対前年度比▲ 3.5％］ 

○ 公共事業             4兆5,734億円［対前年度比▲ 8.1％］ 

 

＜歳  入＞ 

○ 税  収            42兆3,460億円［対前年度比＋ 3.5％］ 

○ 国債発行 

・  公債発行額          44兆2,440億円［対前年度比▲ 0.1％］ 

・  公債依存度                   49.0％（H23：47.9 ％） 

・  平成24年度末残高           約709兆円（＋33.0兆円） 

 

 

（２）東日本大震災復興特別会計(仮称) 

 

＜歳  出＞ 

○  東日本大震災復興特別会計総額 3兆7,754億円 

○  東日本大震災関係経費       3兆2,500億円 

○  復興債費                1,253億円 

○ 予備費                4,000億円 

 

＜歳  入＞ 

○ 復興特別税                5,305億円 

○ 一般会計からの受入金        5,507億円 

○ その他収入              118億円 

○ 復興公債金           2兆6,823億円 
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２ 平成２４年度地方財政計画の概要 

 

（１）平成２４年度の地方財政の姿 

 

＜通常収支分＞ 

○ 地方財政計画の規模        81兆8,647億円［対前年度比▲ 0.8％］ 

○ 地方一般歳出           66兆4,533億円［対前年度比▲ 0.6％］ 

○ 一般財源総額           59兆6,241億円［対前年度比＋ 0.2％］ 

・ 地方税                     33兆6,569億円［対前年度比＋ 0.8％］ 

・ 地方交付税          17兆4,545億円［対前年度比＋ 0.5％］ 

・ 臨時財政対策債              6兆1,333億円［対前年度比▲ 0.4％］ 

・ その他            2兆3,794億円［対前年度比▲ 7.0％］ ※ その他には，地方譲与税，地方特例交付金等を含む。 
○  地方財源不足             13兆6,846億円（H23：14兆2,452億円） 

 

＜東日本大震災分＞ 

○ 東日本大震災復旧・復興事業 

・ 震災復興特別交付税        6,855億円 

・ 規模（直轄・補助及び地方単独事業等）    1兆7,788億円 

○ 緊急防災・減災事業 

・ 規模（直轄・補助及び地方単独事業等）     6,329億円 

 

 

（２）地方債総額             14.0兆円［対前年度比＋ 2.2％］ 

○ 通常債  約4.26兆円，退職手当債 約0.37兆円，財源対策債  約0.82兆円， 

臨時財政対策債  約6.13兆円 
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３  平成２４年度地方財政計画 歳入歳出一覧 

 

 

 

 

 Ａ 842,764 億円 818,647 億円 24,117 億円 825,054 億円 ▲ 0.8 ％ 　歳入歳出の規模は前年度比 0.8％の減  （H18 ：  ▲0.7％）　（H19 ：　  0.0％）  （H20 ：  　0.3％）　（H21 ：　▲1.0％）　（H22 ：  ▲0.5％）　（H23 ：    0.5％）688,587 億円 664,533 億円 24,054 億円 668,313 億円 ▲ 0.6 ％ 地方一般歳出：　公債費，企業債償還費普通会　計負担等を除いたもの地 方 税 Ｂ 336,569 億円 336,569 億円 0 億円 334,037 億円 0.8 ％地 方 譲 与 税 Ｃ 22,615 億円 22,615 億円 0 億円 21,749 億円 4.0 ％地 方 交 付 税 Ｄ 181,400 億円 174,545 億円 6,855 億円 173,734 億円 0.5 ％　　　震災復興特別交付税以外 174,545 億円 174,545 億円 0 億円 173,734 億円 0.5 ％　　　震災復興特別交付税 6,855 億円 0 億円 6,855 億円 0 億円 皆増地 方 特 例 交 付 金 Ｅ 1,275 億円 1,275 億円 0 億円 3,877 億円 ▲ 67.1 ％臨 時 財 政 対 策 債 Ｆ 61,333 億円 61,333 億円 0 億円 61,593 億円 ▲ 0.4 ％緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業一 般 財 源 充 当 分 Ｇ 0 億円 ▲ 96 億円 96 億円 0 億円 －一 般 財 源 計（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 71.6 ％ 72.8 ％ 28.8 ％ 72.1 ％地 方 債 Ｉ 115,954 億円 111,654 億円 4,300 億円 114,772 億円 ▲ 2.7 ％42,621 億円 42,121 億円 500 億円 39,779 億円 5.9 ％国 庫 支 出 金 等 Ｊ 184,951 億円 172,085 億円 12,866 億円 176,885 億円 ▲ 2.7 ％給 与 関 係 経 費 209,905 億円 209,760 億円 145 億円 212,694 億円 ▲ 1.4 ％一 般 行 政 経 費( 単 独 分 ） 140,836 億円 138,095 億円 2,741 億円 138,601 億円 ▲ 0.4 ％公 債 費 130,853 億円 130,790 億円 63 億円 132,423 億円 ▲ 1.2 ％投 資 的 経 費（ 単 独 分 ） 53,680 億円 51,630 億円 2,050 億円 53,558 億円 ▲ 3.6 ％公 営 企 業 繰 出 金 27,049 億円 26,590 億円 459 億円 26,867 億円 ▲ 1.0 ％そ の 他 280,441 億円 261,782 億円 18,659 億円 260,911 億円 0.3 ％

項　　　　　目

億円 億円

通常収支分① 東日本大震災分

596,241 6,951

平成２４年度
歳 入 歳 出 規 模う ち 地方一般歳出

平成２３年度 増 減 率 備　　　　考
１　地 方 税   　 　0.8％(H23 　2.8％)   うち都道府県分   　　 2.6％(H23 　4.4％)２　地方交付税（震災を除く）       0.5％(H23   2.8％)

② (①/②)-1

一般財源比率(Ｈ/Ａ) 0.7ﾎﾟｲﾝﾄ    うち 通常債　 ３　地 方 債      ▲2.7％(H22 ▲14.9％)   臨時財政対策債を除く   　 ▲5.4％(H22 ▲ 8.1％)
歳　　　出

億円 0.2 ％歳　　　入 Ｈ 603,192 億円 594,990
   《参考》国の予算案　総　　額  　      90兆3,339億円　　　   前年度比▲2.2%　一般歳出  　      51兆2,450億円　　　   前年度比▲5.2%　公共事業  　       4兆5,734億円　　　   前年度比▲8.1%


